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序章 

１．はじめに 

「アナログ規制」とは、法律・条例をはじめとする我が国の社会制度やルールで規定される、人や

書面の介在を前提とするアナログ的な手法や、今となっては不合理・非効率的と考えられる行為を求

める古い規制（後述の「デジタル原則」に適合しない規制）のことです。「アナログ規制」の多くは、

デジタル技術が社会に浸透する以前に確立され、その後見直しが行われてこなかったもので、社会全

体の「デジタル化」や「合理化」を阻害する一因となっています。今後、少子高齢化・人口減少が進

み、あらゆる産業・現場において人手不足が進むことが予想されている我が国においては、デジタル

技術の活用による生産性の向上や人手の代替を実現させることは喫緊の課題です。 

国においては、デジタル庁のリーダーシップの下、国の法令等に係るアナログ規制の見直しを強力

に推進した結果、見直しが必要とされたアナログ規制のほぼすべての見直しを完了しました（P.5～

７参照）。一方で、アナログ規制は地方公共団体が所管する条例等にも多く存在しており、社会のデ

ジタル化を真に進めるためには国の取組だけでは不十分です。 

デジタル庁としては、地方公共団体がアナログ規制見直しに自主的・自律的に取り組むことができ

るような環境を整備するため、本マニュアルの策定・提供をはじめとした各種支援策を提供している

ところです。各地方公共団体におかれては、本マニュアルを最大限活用しながら、地域社会のデジタ

ル化を推進する観点から、アナログ規制の見直しにぜひ積極的に取り組んでください。 
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２．本マニュアルについて 

（１）本マニュアルの位置づけ等 

本マニュアルは、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（以下「一括見直し

プラン」という。）において、国が地方公共団体による自主的なアナログ規制見直しの取組を

支援するとされたことを踏まえ、デジタル庁において策定したものです。まず、第一章におい

て国の法令等に係る取組の概要を紹介した上で、第二章において地方公共団体の条例等に係る

アナログ規制の点検・見直しについて詳解しています。具体的には、国や既に取組を進めてい

る先行団体の事例等を基に、地方公共団体における規制の点検・見直し手順例を、Step１～

Step５のプロセスに整理しています。各Stepについて、先行事例や取り組む際の考え方・論

点などを豊富に掲載しながら解説しています。また、参考資料には、地方公共団体におけるア

ナログ規制の点検・見直しの際に参照すべき資料や、規制の見直しの際に活用可能な資料とし

て参考資料１（アナログ規制見直し用例集）を添付していますので適宜参照ください。 

本マニュアルでは、代表的なアナログ規制とされる「目視規制」「実地監査規制」「定期検

査・点検規制」「常駐・専任規制」「対面講習規制」「書面掲示規制」「往訪閲覧・縦覧規制」

の７つの規制（以下「代表的なアナログ規制７項目」という。）及びフロッピーディスク等の

記録媒体を指定する規制（以下「FD等記録媒体規制」という。）を主な点検・見直しの対象と

して想定しています。また、本マニュアルは、地方公共団体が所管する全（業務（行政）分野

の）条例等を点検・見直しの対象とすることを想定しています。 

なお、本マニュアルで示す用例や考え方等は、あくまで国の取組や先行団体の事例等を基に

デジタル庁で策定した一例であり、実際の点検・見直しに取り組むに当たっては、各団体にお

いて、規制の趣旨・目的、規制様態や現場での運用実態、地域の実情などに応じて、判断を行

う必要があります。 

※本マニュアルの「法令等」及び「条例等」の主な範囲は以下のとおりです。 

法令等 法律・政令・省令、国が発出する告示、通知・通達、又は指針・ガイドライン等 

条例等 条例、規則、規程、要綱、要領等 

 

（２）改訂歴 

令和４年11月：「一括見直しプラン」を踏まえ、マニュアル「第1.0版」を策定・公表。 

令和５年12月：デジタル庁による課題調査等を踏まえ、地方公共団体向けの検索キーワード

の追加等を行い、「第2.0版」として改訂・公表。 

令和７年３月：国の法令等の見直しがほぼ完了したことや、先行団体における取組の進展な

どを踏まえて内容を更新するとともに、地方公共団体向けの情報を大幅に充実し「第3.0版」

として改訂・公表。併せて、「アナログ規制見直し用例集」を新たに策定・公表。 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/34a225ed-03be-4408-b00d-f9b88a5a2543/7f6adee4/20230314_policies_digital-extraordinary-administrative-research-committee_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/1e7bc70b/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee/manual-analog-regulation-review#manual-1
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee/manual-analog-regulation-review#manual-2
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee/manual-analog-regulation-review#references
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第一章 国におけるアナログ規制の点検・見直しの取組 

１．国における取組の背景・経緯 

本章では、国におけるアナログ規制の点検・見直しの取組の背景・経緯等の概要を紹介します。

なお、より詳細な背景・経緯等については参考資料７（マニュアル【第2.0版】P.5～23）で紹介

していますので、適宜、参照してください。 

国においては、多様な個人や事業者がデジタルを活用したより良いサービスを享受し、成長を

実感するためには、「国民」「社会」「産業」「自治体」「政府」といった各主体・各分野をま

たぐ本質的な「構造改革」が必要となるとの考えから、令和３年11月より、内閣総理大臣を会長

とするデジタル臨時行政調査会（以下「デジタル臨調」という。）が設置されました。本会にお

いては、構造改革に係る横断的課題を一体的に検討して対応していくことにより、国や地方の制

度・システム等の構造変革を早急に進め、個人や事業者が新たな付加価値を創出しやすい社会の

実現を強力に推進することとされました。 

デジタル臨調においては、まず、今後のデジタル社会を構築する上で必要となるデジタル改

革・規制改革・行政改革に通底する「構造改革のためのデジタル原則」（令和３年12月デジタル

臨調決定。以下「デジタル原則」という。P.6参照）を策定しました。 

そして、デジタル臨調では、経済社会活動に関する全ての規律を対象に、デジタル原則への適

合性の点検を行うこととしました。点検・見直し作業については、国が定める約４万以上の法令

等の中から、まずは、代表的なアナログ規制７項目に該当するアナログ行為を求める場合がある

と解される規定を対象として取り上げました。アナログ規制を一括的・効率的に見直していく観

点から、「類型（７項目に該当する規制を更にその趣旨・目的ごとに細分化したもの）」と

「PHASE（デジタル化の進捗度合い）」という考え方を導入し、各規制所管府省庁と連携して点

検を実施しました。 

点検の第一弾として、「一括見直しプラン」において、約4,000件の規制の見直し方針を決定

しました。一括見直しプランでは、令和４年７月から令和７年６月まで（その後、令和６年６月

までの２年間に前倒し）を「集中改革期間」として位置づけ、アナログ規制見直しを強力に推進

することとしました。 

その後、経済界から寄せられた要望も踏まえて「FD等記録媒体規制」を見直しの対象に加え、

令和４年12月には、代表的なアナログ規制７項目及びFD等記録媒体規制に関する法令等約１万条

項について「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表」（以下「工程表」と

いう。）を、令和５年５月には「デジタル原則を踏まえたアナログ規制（通知・通達等）の見直

し方針」（以下「見直し方針」という。）を策定しました。工程表と見直し方針合わせて見直し

が必要とされた8,162件について、「デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するため

のデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律（令和５年法律第63号）」（いわゆる「デジ

タル規制改革推進の一括法」。以下「一括法」という。）の成立・公布や、各規制所管府省庁と

の連携により見直しを進めてきた結果、集中改革期間終了時点で約96％の見直しが完了し、国の

法令等に係る見直しはほぼ完了しました。 

 

 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/2531b22b/20231226_policies_manual-analog-regulation-review_summary_02.pdf
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule-work-process
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule
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＜参考１：国のアナログ規制見直しに係る主な取組の経緯＞ 

 

 

＜参考２：構造改革のためのデジタル原則の全体像＞ 
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＜参考３：国における「PHASE」の基本的な考え方＞ 

国の法令等におけるアナログ規制の見直しにおいては、「デジタル化の進捗度合い」を示

す「PHASE」という概念を導入しました。国においては、規制区分ごとに、規制の趣旨・目

的を示す「類型」を設定した上で、類型ごとにPHASE１～３を設け、原則として現状の

PHASEを進展させることとしました（国の点検・見直し作業における類型化・PHASEの基準

等については、参考資料８（国における各規制の類型化・フェーズの確認作業について）及

び参考資料９（国会提出予定法案に係るデジタル原則適合性確認等のための指針（令和５年

12月））を参照してください。）。 

 

 

 

地方公共団体の見直しにおいて、国と全く同じ整理のPHASEの概念を取り入れる必要は必

ずしもありませんが、PHASEを整理することで、規制の見直し前の状況と見直し後の状況の

的確な把握が可能になり、いわば規制の「現在地点」と「目標地点」に係る共通認識を組織

内で持つことができるといったメリットがあります。各団体の実情や組織文化などに応じて

表現や整理などを適宜工夫・修正した上で、積極的なご活用をご検討ください。 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/7713dc77/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_07.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/58d47fa5/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_08.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/58d47fa5/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_08.pdf
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第二章 地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直し 

１．地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しの必要性 

前述のとおり、国の法令等に係るアナログ規制の見直しはほぼ完了した一方で、地方公共団体にお

いても様々な規制や運用ルールが、アナログ的な手段を前提にする形で定められています。また、地

方公共団体におけるアナログ規制は、国の法令等に基づくものばかりではなく、地方公共団体が独自

に定めた条例等に基づくものの方が多い場合もあります。 

地方において人口減少が特に急速に進展する中、地域の人手不足を解消し、限られた人的資源の中

でも、住民の暮らしに密接に関連した行政サービスをはじめとした地域の社会機能を将来にわたり維

持・強化していく観点からは、地方でこそデジタル技術を最大限に活用することが重要であり、その

前提としてアナログ規制の見直しに取り組むことは喫緊の課題です。 

※総務省が公表している「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」においても、地方公共団体

におけるアナログ規制の点検・見直しについて、記載があります。 

  

https://www.soumu.go.jp/denshijiti/index_00001.html


 

9 

２．地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しの取組の全体像 

（１）点検・見直しの対象とするアナログ規制 

前述のとおり、国の取組においては、代表的なアナログ規制７項目及びFD等記録媒体規制をアナ

ログ規制として見直しの対象とし、デジタル原則への適合性への点検・確認を実施してきました。 

ただし、これらはあくまで代表的なものであり、これら以外にもアナログ規制は存在しえます。特

に、地方公共団体においては、住民に直接行政サービスを提供する主体であること等から、申請等の

場面でアナログ的な行為を求める「書面規制」や「対面規制」についても積極的に見直していくこと

が重要です。 

 

＜参考：国の点検・見直しにおいて対象としたアナログ規制＞ 

 

 

（２）アナログ規制の全体像（イメージ） 

地方公共団体の条例等にどのようなアナログ規制が存在するのかは、団体によって異なることは言

うまでもありませんが、共通するあるいは類似するものも存在しています。デジタル庁では、令和６

年度に協力団体等と連携し、地方公共団体におけるアナログ規制の全体像のイメージを参考資料２

（先行団体の洗い出し結果に基づくアナログ規制の分布例（マッピング））のとおり整理しました。 

本資料は、①規制区分、②業務分野、③規制の名宛人（各規制の対象とされる個人・団体等）の観

点からどこに・どのようなアナログ規制が存在し得るのかを可視化した資料です。アナログ規制見直

しの推進部門（P.13参照）だけでなく、実際に制度・業務を所管している規制所管部門がこれからア

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/2d729cb2/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_03.xlsx
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/2d729cb2/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_03.xlsx
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ナログ規制の見直しに着手する際に、「アナログ規制とはどのようなものか」ということの理解の一

助として活用いただくことを想定しています。 

あくまで取組初期段階の地方公共団体の理解促進のために、少数の協力団体等の洗い出し結果に基

づき機械的にアナログ規制の全体像の一例を示したものであり、本資料に掲載されているアナログ規

制の全てについて見直しを行うことが（上位・下位法令等との関係や、規制の趣旨・目的などをはじ

めとした観点から、）適当（必要）であることや、逆に、これら全てを見直せば十分であることは全

く意味しませんので十分ご留意ください。 
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３．アナログ規制の点検・見直しの手順例 

地方公共団体において、条例等に存在するアナログ規制についてデジタル原則への適合性の点検・

見直しをする際の参考としていただくため、第一章で概説した国の取組の考え方・手法等や、先行団

体における取組の実例等を基に、地方公共団体における規制の点検・見直し手順例を「Step１」～

「Step５」として整理しました。 

なお、P.13～20で手順（Step）ごとの概要を説明した上で、P.21～70（４．手順（Step）ごとの

参照情報・参照資料等）に手順（Step）ごとの参照情報・参照資料や、検討に際しての論点例等をま

とめて掲載・解説しています。国や先行団体の取組から得られた知見など各団体における取組の検討

に資する情報を多分に掲載していますので、ぜひ併せてご参照ください。 

 

＜参考１：マニュアルで示す手順例（Step１～Step５）の概要＞ 

 

 

＜参考２：デジタル原則への適合性の点検・見直しプロセスのイメージ＞ 
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＜参考３：先行団体における取組の進め方（スケジュール）例＞ 

例１：規制所管部門への照会を１回で実施した例 

 

 

例２：規制所管部門への照会を複数回に分けて実施した例 
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（１）Step１：組織の意思統一・推進体制の構築 

① 組織の意思統一 

条例等に存在するアナログ規制の横断的な点検・見直しは、検討に時間を要する場合もありま

す。また、長年馴染んできたルールや運用の変更には、庁内から不安や反発の声が上がることも

予想されます。こうしたことから、規制の点検・見直しを円滑に進めるためには、全庁が一体と

なって取り組むための意思統一や機運醸成が非常に重要です。国の見直しは、デジタル臨調にお

ける内閣総理大臣の強いリーダーシップの下で進められましたが、各地方公共団体の実情に応じ

た取組体制を検討することが重要です。 

いわゆる「トップダウン」の形で取組を進める場合は、首長等の幹部（以下「幹部」という。）

がリーダーシップを発揮しながら、各部門が点検・見直しの目的や意義を理解した上で前向きに

取り組む機運を醸成することが重要です。具体的には、後述する推進体制の構築に当たり、幹部

をトップとする会議体の設置、当該団体内や他団体の先進事例の共有、首長からの直接の呼び掛

け等を通じて、庁内に規制の点検・見直しの重要性を浸透させることなどが考えられます。 

一方で、推進部門（下記②）が中心となって規制所管部門に働きかけ、ボトムアップで取組を

推進することも考えられます。先行団体においても、ボトムアップで取組を進めていった、ある

いはこれから進めていこうとする団体も数多くあります。こうした団体においては、特に、先行

団体の取組事例を基に、作業手順等を詳細に定めたり、説明会等を適時に開催したりすることで、

規制所管部門の理解や取組への機運を丁寧に高めていくことが重要です。なお、このような場合

も、既存の会議体を活用するなどして幹部を巻き込みながら庁内の意思統一を図っていくことが

重要であると考えられます。 

 

② 推進部門の指定 

まず、取組の中心となって、規制の点検・見直し方針の策定、規制を所管する各部門への検討

依頼、取りまとめ等を行う「推進部門」を指定します。 

推進部門としては、総務部門や行政改革部門、情報政策部門など既存の部門を指定することが

考えられるほか、新たな部門を新設することも考えられます。いずれにしても、地方公共団体の

規模や組織の特性、各団体のDX推進計画等を踏まえ、庁内全体の取りまとめや、国・都道府県そ

の他関係機関との調整を行う「庁内全体の推進部門」を明確に位置付け、アナログ規制の点検・

見直しを含むデジタル改革を強力に推進する役割を果たせるようにする必要があります。 

なお、推進部門として位置付けるか、下記③の全庁的な協力体制の中で位置付けるかの差はあ

りますが、アナログ規制の点検・見直しの取組においては、各地方公共団体が保有する条例・規

則等を取り扱うことから、法規部門との連携・協力体制を取組の初期団体において確保しておく

ことも効果的であると考えられます。 
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③ 全庁的な協力体制の構築 

また、推進部門が点検・見直し方針や基準を策定する際に、具体の規制を所管する各部門から

専門的な見地からの協力が得られるよう、必要に応じて幹部会議等を推進体制の中に位置付ける

等、全庁的な協力体制を構築することが考えられます。 

なお、アナログ規制の点検・見直しは、全庁的な対応が求められる取組であるため、その円滑

な実施には、①でも述べたように幹部の協力が重要と考えられますので、規制の見直しの意義や

必要性について幹部の理解を十分に得ておくことも必要です。 
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（２）Step２：点検・見直し方針の策定 

推進部門は、国の法令等に基づくアナログ規制の点検・見直し結果や、規制所管部門の意見も踏ま

えながら、規制の点検・見直し方針（国の「一括見直しプラン」に相当するもの）を作成し、 

Step１（組織の意思統一・推進体制の構築）で推進体制として位置付けた幹部会議等へ付議するな

どのプロセスを経て策定します。 

方針の内容としては、例えば、次のような項目が考えられます。 

 

＜参考：点検・見直し方針の内容例＞（※１） 

⚫ アナログ規制の点検・見直しの目的・趣旨 

⚫ 推進体制 

⚫ デジタル原則への適合性を点検する条例等の範囲 

⚫ 点検・見直しの対象とするアナログ規制の区分（※２） 

⚫ 見直しに向けた類型とPHASEの基準案（※３） 

⚫ 点検・見直しのスケジュール（※４） 

⚫ 推進部門と規制所管部門との役割分担、検討・確認の方法 等 

※１：上記はあくまで「例」ですので、各団体の実情や本方針の共有範囲・用途等に応じ、適宜、項目の追加等

を行うことが重要です。なお、先行団体の中には、上記に加えて、アナログ規制の洗い出しを行うための

検索キーワード、アナログ規制への該否の考え方、見直しの方向性の分類やその考え方等を記載している

例もあります。 

※２：国においては、代表的なアナログ規制７項目及びFD等記録媒体規制について、業務分野を問わず悉皆的に

点検・見直しを行いましたが、各団体の実情に応じてその一部のみ先行的・優先的に点検・見直しを行う

ことや、７項目等以外の書面規制や対面規制等も含めて点検・見直しを行うことも考えられます。なお、

優先的に取り組む規制区分や業務分野の検討に当たっては、参考資料２やP.26もご参照ください。 

※３：国の点検・見直し作業における類型化・PHASEの基準等については、P.７や参考資料８及び参考資料９を

ご参照ください。 

※４：地方公共団体における取組は、あくまで各団体が自主的に判断し、実施するものですので、国として期限

や目標を指定することはありません。なお、P.12（参考３：先行団体における取組の進め方（スケジュー

ル）例）で示したとおり、先行団体ではおおむね１年半～２年程度で取組を実施しているようですので、

スケジュールを検討する際の参考としてください。 

 

なお、自団体におけるアナログ規制の全体像（どのようなアナログ規制がどのような条例等に存在

しているかなど）が明らかになる前に点検・見直し方針を策定することは難しいと考えられる場合も

あります。そのような場合は、例えば、点検・見直しの対象とする条例等の範囲や規制の洗い出しま

でのスケジュールなど、その時点で記載可能な内容を記載した方針を策定しておき、規制の洗い出し

を実施して自団体におけるアナログ規制の全体像が明らかになった後に、その後の具体的な進め方や

スケジュールを記載して方針を精緻化する等の方法も考えられます。このように、Step２（点検・見

直し方針の策定）においても、各団体の実情に応じて柔軟に対応することが重要です。 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/2d729cb2/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_03.xlsx
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/7713dc77/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_07.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/58d47fa5/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_08.pdf
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（３）Step３：規制の洗い出しと類型・PHASEの当てはめ 

推進部門は、アナログ規制の洗い出し・整理に必要となる事項（規制区分、根拠規定、規制根拠の

分類、類型・PHASE等）を把握するための照会様式（参考資料３）を作成し、条例等における規制

を洗い出してリストアップした上で規制所管部門に対して照会を行います。 

規制の洗い出しは、各規制区分の定義や検索キーワードを明確にした上で、例規システム等で

キーワード検索を行って対象となる文言を条例等から抽出し、抽出結果をリストアップする等の

方法が考えられます。洗い出しに用いる検索キーワードの例は、P.32～P.39に掲載しています

ので参考としてください。 

規制所管部門は、Step２（点検・見直し方針の策定）で策定した規制の点検・見直し方針を踏まえ、

規制の内容、規制根拠の分類（ａ～ｃ規制（P.29～30参照））、類型・現在PHASE等の必要事項を

記入し、推進部門に提出します。なお、例規システムに登録されていない要綱・要領等について、こ

のタイミングで規制所管部門において洗い出しを行い、リストに追加することが想定されます。 

推進部門は、各規制所管部門から提出されたリストを一覧化し、「アナログ規制点検・見直し対象

リスト」として取りまとめます。 

 

＜ポイント①：洗い出し作業の実施主体＞ 

キーワード検索やリストアップ作業は、主に、①推進部門で一通り実施してからその内容確認・

リストからの規制の加除を各規制所管部門に依頼する方法と、②キーワード検索から各規制所管部

門に依頼する方法が考えられます。各団体の実情に応じて適当な方法を選択する必要がありますが、

規制所管部門による抽出の精度のばらつきや抽出漏れを防ぐ観点からは、あらかじめ推進部門にお

いて例規システム等によりキーワード検索を実施してアナログ規制に該当する可能性のある条項等

をリストアップし、規制区分等の項目を入力した上で、規制所管部門に照会するといった手順が望

ましいと考えられます。なお、先行団体では、まずは推進部門でリストアップした上で規制所管部

門に内容照会している例（上記①のやり方）が多いようです。 

 

＜ポイント②：規制所管部門との協力・連携＞ 

規制所管部門にとっては、所管する規制について、全体的に見直しを行う初めての取組となるこ

とも考えられます。組織内で混乱や手戻りが生じないよう、推進部門は、規制所管部門への照会に

先立ち、あらかじめ、取組の趣旨や目的、作業依頼の内容等について、庁内で説明会を開催する、

取組の趣旨・目的や作業内容等を記載した手順書を作成する等、規制所管部門の理解を促しながら

丁寧に取組を進めることが重要です。 

 

 

 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/8bd74607/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_04.xlsx
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（４）Step４：見直しの方向性等の検討 

規制所管部門は、Step３（規制の洗い出しと類型・PHASEの当てはめ）で推進部門が取りまとめ

た「アナログ規制点検・見直し対象リスト」を用い、規制根拠の分類及び検討結果も踏まえながら、

見直しの方向性、見直しの具体的な方法、見直し後のPHASE等を検討・入力し、推進部門に回答し

ます（リストの作成についてはP.27～P.28参照）。 

推進部門は、規制所管部門から検討結果を入力したリストを受領したら、部局間や分野間で見直し

の方向性等に差がないかなど全体を確認し、必要に応じて規制所管部門へのヒアリング等を行いなが

ら記載内容を精査し、見直しの方向性等を確定します。確定した見直しの方向性等は、工程表等の形

で取りまとめ、規制所管部門と共有するとともに、必要に応じ各団体のHP等で公表するなどします。 

なお、Step３で検討した規制根拠の分類（ａ～ｃ規制（P.29～30ページ参照））ごとの見直しの

考え方等についてP.44～45で解説しているほか、参考資料１（アナログ規制見直し用例集）で国や

先行団体の見直し用例を掲載していますので、見直しの方向性等の検討に当たって参照してください。 

 

＜ポイント①：規制の趣旨・目的の確認と見直し後の業務等イメージの具体化＞ 

アナログ規制の見直しの取組は、見直しの対象となった条項等の規定を機械的に改正するもので

も、闇雲にデジタル化（デジタル技術による代替）を行うものでもなく、あくまで、デジタル化を

通じて住民等の利便性の向上、生産性の向上、人手不足の解消等の課題を解消することが目的です。

したがって、見直しの方向性の検討に当たっては、当該規制の趣旨・目的を踏まえつつ、対象とな

る業務あるいは対応を今後どのように変えていきたいのか（どのように変えていくべきなのか）、

という見直し後のイメージを具体化しながら検討を進めることが重要です。こうした観点からは、

例えば、デジタル庁が整備している「テクノロジーマップ」「技術カタログ」（P.53参照）、総務

省が公表している「自治体DX推進参考事例集」や、地方公共団体においてデジタル技術の活用に

より業務・対応が変化した事例（P.67～70）等が参考になりますので、参照してください。 

 

＜ポイント②：条文の改正の要否＞（P.54～55参照） 

アナログ規制の見直しの方法は、条文の改正だけではありません。例えば、アナログ規制として

洗い出された規制が条例の条項である場合であっても、当該条例に関する通知・通達等の発出や運

用を定めるガイドラインの改定等によって見直しを達成することができるケースも多く存在します。

国の見直しにおいても、法令等の条文改正は行わず、当該法令等に関する通知や通達等の発出によ

り、デジタル技術の活用が許容される旨の解釈を明確化すること等で見直しを行った事例も多くあ

ります。したがって、見直しの方向性の検討に当たっては、その見直しを達成するために最適な方

法を、様々な角度から十分検討することが必要です。 

 

  

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/1e7bc70b/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_01.pdf
https://www.soumu.go.jp/denshijiti/index_00001.html
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＜ポイント③：「解釈の明確化」と「運用の変更」＞（P.55～56参照） 

見直しの方向性等の検討に当たっては、当該規制の趣旨・目的等も勘案しつつ、デジタル技術の

活用・代替の可能性等を検討することが重要です。また、条文上は必ずしもデジタル技術の活用が

許容されていないわけではないと解される場合であっても、デジタル技術の活用が許容されている

か否かが不明瞭なものについては、運用上デジタル技術の活用が許容されていない場合や当該規制

に係る事業者等の解釈として保守的にアナログ的な手法によって運用されてしまう場合があるため、

通知・通達の発出、ホームページへの掲載等により、デジタル技術の活用が可能である旨を明確化

（以下「解釈の明確化」という。）することも含めて検討することが必要です。他方で、規制の名

宛人が地方公共団体の職員である場合など、必ずしも対外的な通知の発出等による「解釈の明確化」

が最適な方法でない場合も考えられ、そのような場合には、運用実務の変更（以下「運用の変更」

という。）により見直すことも想定されます。 

 

＜ポイント④：「技術的中立性」を踏まえた見直し＞（P.46～47参照） 

アナログ規制の見直しは、現在だけでなく将来においてもデジタル技術の活用が可能となる規制

環境を整備する取組です。アナログ的な手段や（現存する）特定の技術の活用を前提とした規定が

将来的な技術の活用を阻害することがないよう、規定を「技術中立的」な内容に改めることができ

ないかという観点から見直しの方向性等の検討を行うことが重要です。 

 

＜ポイント⑤：「アナログ的手段」を含めた検討＞（P.47～49参照） 

アナログ規制の見直しの目的は、デジタル化自体ではなく、あくまで利用者の利便性向上や生産

性の向上、人手不足の解消などを図ることにあり、デジタル化によって、かえって利便性が損なわ

れることがあってはならず、見直しに際しては、必要に応じてアナログ的な手段を存置するような

考え方も重要です。住民等の利用者の中にはIT機器の利用に必ずしも習熟していない方もおり、こ

うしたデジタルデバイド対策の視点としても重要です。 
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（５）Step５：見直しの実施 

規制所管部門は、Step４（見直しの方向性等の検討）において確定した見直しの方向性等に基づき、

各規制を見直します。特に、「要見直し」とされた規制のうち、「条文の改正」が必要なものについ

ては、関係部門（主に法規部門）と連携し、条例や規則、様式の改正等、必要な見直しを行います。

また、「要見直し」とされた規制のうち、「解釈の明確化」や「運用の変更」を行うものについては、

規制所管部門において着実に見直しを行います。なお、国や先行団体における実際の見直しの用例を

参考資料１（アナログ規制見直し用例集）に掲載していますので、具体的な改正条文案等の検討に際

してご参照ください。 

推進部門は、各規制所管部門と連携し、定期的に見直し状況のフォローアップを行うなど、見直し

が着実に実施されるよう必要な進捗管理を行います。 

また、「継続検討」としたものについては、各規制所管部門との連携の下、検討・確認プロセスを

継続します。再検討に当たっては、当該規制の趣旨・目的や意義について改めて規制所管部門に説明

を求める、他団体の事例を参考にする、等の対応が考えられます。 

なお、規制の見直しによるデジタル化や技術の導入に際しては、各団体で定めている情報セキュリ

ティポリシー等を踏まえて安全性について検討することが当然に必要となりますので、セキュリティ

の観点からも庁内における協力体制を構築しておくことが重要です。 

 

＜ポイント①：「技術中立性」を踏まえた見直し＞（P.46～P.47参照）（再掲） 

アナログ規制の見直しの取組は、規制の趣旨・目的を達成する手段をアナログな手法に限定する

ことなく、現在又は将来の技術を積極的に活用可能な制度としていく取組です。条文の改正等を行

う際、例えば、現在既に確立された技術の中から個別に活用可能なものを選定し、手段として列挙

する見直し（いわゆる仕様規定）では、列挙された技術以外の技術の活用を認めない規定となって

しまい、むしろ将来出現し得る新たな技術の活用を阻害することになる可能性があります。これを

避けるため、アナログ規制の見直しにおいては、アナログ的な手法や特定の技術の活用に限定する

ことなく、目的達成のために相当な手段を許容する「技術中立性」の観点を踏まえながら、条文の

改正等を進めることが重要です。 

 

＜ポイント②：条文の改正方法＞（P.55～58参照）（一部再掲） 

条例を改正する場合には、個別の条例ごとにその一部を改正する条例案を作成し、議会に提出す

ることも考えられますが、同時期に多数の条例の改正を行うような場合には複数の条例改正を一括

して議会に提出することも考えられます。また、条例の規定に基づく行政手続における申請等・閲

覧又は縦覧のオンライン化や、条例の規定に基づいて民間事業者が行う閲覧又は縦覧のオンライン

化などに当たっては、個別の条例の規定にかかわらず、通則的に手続のオンライン化を可能とする

条例を定めることや改正することも考えられます。 

  

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/1e7bc70b/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_01.pdf
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（６）見直し実施後 

前述のStep１～５による見直しは、あくまでその時点でのアナログ規制を見直したものであり、新

たなアナログ規制が生まれる可能性が十分にありますので、デジタル原則に照らした不断の見直しを

実施していくことが重要です。こうした観点から国では、「デジタル法制審査」（以下コラム参照）

という取組を行っています。これはあくまで国の取組であり、地方公共団体の参考として紹介するも

のですが、地方公共団体において一度アナログ規制の見直しを実施しても、日々条例等の改正等が行

われている中で新たなアナログ規制が生じる可能性があるとの問題意識は国と共通するものです。今

後新たに制定あるいは改正する条例等にアナログ規制が含まれないようにするために、地方公共団体

においても、推進部門と法規部門とが協力することなどにより、新たなアナログ規制を生まないため

の意識を醸成していくことは重要であると考えられます。 

また、前述のとおり、アナログ規制の見直しの取組には、将来的な技術活用を阻害しないように現

在の規制を見直すという側面がありますので、条文の改正等を行っても、又は、条例等の規定上はデ

ジタル技術の活用が許容される状態になっていても、その時点では活用可能なデジタル技術がなく直

ちにはデジタル技術を導入できない場合もあります。また、費用対効果等の観点から技術の導入に踏

み切れない場合もあります。そうした場合にも、技術の進展によって、活用可能な技術が生まれたり、

費用対効果が向上したりした際には、当該技術の活用を前向きに検討することが重要であり、技術の

進展の動向等を注視することも必要です。 

 

＜コラム＞新たなアナログ規制を生まないために～国における「デジタル法制審査」～ 

「一括法」では、「デジタル社会形成基本法（令和３年法律第35号）」を改正し、将来にわ

たってデジタル技術の進展等を踏まえた規制の見直しが自律的かつ継続的に行われることを担保

するため、デジタル規制改革を国の基本方針として決定し、そのための国における具体的な施策

として新規法令等のデジタル原則適合性確認プロセス（「デジタル法制審査」）を行うための関

連規定が盛り込まれました。「デジタル法制審査」では、下記を対象として、各府省庁の国会提

出予定法案に「アナログ規制」（＝デジタル原則に適合しない規定）が含まれていないかを確認

することになっています。 

【デジタル法制審査の対象（アナログ規制関連）】 

（１）代表的なアナログ規制７項目に該当するアナログ的な手段を求める場合があると解され

る規定 

（２）フロッピーディスク等の記録媒体を指定する規定 

（３）各府省においてデジタル原則に適合した運用を阻害するおそれがあると判断される規定 

国では、こうした新たなアナログ規制を生まないようにするための取組も通じ、今後もデジタル

原則に基づく不断の見直しに取り組むこととしています。 
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４．手順（Step）ごとの参照情報・参照資料等 

上記３（アナログ規制の点検・見直しの手順例）で解説したStep１～５の手順（Step）ごと

に、参照すべき資料や情報、見直しの検討に際しての論点例等を掲載・解説します。 

 

（１）Step１：組織の意思統一・推進体制の構築 

No. 参照情報・参照資料等 

① 地方公共団体における推進体制構築のイメージ 

② 推進体制の構築事例（福岡県福岡市、福島県南相馬市） 

 

① 地方公共団体における推進体制構築のイメージ 

＜首長のリーダーシップによる体制構築の例＞ 
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＜会議体を活用した全庁的な体制構築の例＞ 

 
※上記は、行政改革担当が推進部門となり、法規部門・情報政策部門と連携する場合の例です。 
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② 推進体制の構築事例 

ⅰ 推進体制の構築事例（福岡県福岡市） 

福岡市では、国の取組を参考に、令和３年12月よりデジタル原則に照らしたアナログ規制の見

直しについて取組を開始しました。まず、総務部門（総務企画局）内に行政改革担当、法制担

当、DX担当の３ラインから構成されるプロジェクトチームを推進部門として設置し、取組方針を

検討したうえで、条例等の洗い出しを実施しました。そして、令和４年３月に、規制所管部門

（各所管部門）との見直しに向けた調整を開始し、同年４月には市民目線に立ってルールの見直

しを推進するための専任組織（総務企画局DX戦略部サービスデザイン担当）を新設し、アナログ

規制見直しの取組における推進部門の役割を引き継ぎました。 

また、同年５月には、アナログ規制見直しの取組みをさらに推進するため、アナログ規制に該

当する条例等の規定の見直しに関する基本的な方針・考え方を策定し、総務企画局長名で全庁に

通知するとともに、「DX推進会議」（局長級会合）等において、副市長から各所管部門の幹部へ

見直しを積極的に進めるよう指示しました。 

その後も、令和６年３月末に同市独自の工程表を策定し、推進部門と規制所管部門が連携しなが

ら適宜フォローアップを実施して、全体的な進捗管理を実施しています。 

同市では、令和４年６月に10本の条例改正が行われるなどスピード感をもって規制の点検・見

直しを進められていますが、推進部門による国の動き等の情報収集・検討、規制所管部門におけ

る取組の理解促進、トップダウンの指示という全庁的な機運と体制づくりを行ったことが、取組

みがスムーズに進んだ要因と考えられます。 

＜庁内の推進体制（福岡県福岡市）＞ 
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ⅱ 推進体制の構築事例（福島県南相馬市） 

南相馬市では、アナログ規制の点検・見直しに当たり、庁内幹部を含めた推進体制に加え、外

部専門人材を活用することで、効果的・効率的な点検・見直し作業を行っています。具体的に

は、外部専門人材として、CIO補佐官（DX推進アドバイザー）を任用し、アナログ規制の点検作

業や具体的な見直し方針等に関して助言等を受けながら、取組を進めています。特に南相馬市に

おける特徴として、CIO補佐官の助言により、アナログ規制７項目について網羅的に洗い出し作

業を行うのではなく、土木分野や農業分野等のデジタル化に向けた課題を有している分野や事務

について重点的に点検・見直し作業を行うことで、具体的な課題解決につながる規制の見直しに

取り組んでいます（課題起点でのアナログ規制の点検・見直し）。また、CIO補佐官が規制所管

部門の担当者向けの研修会を開催することで、庁内の機運醸成を図っているほか、市長や庁内幹

部とも密にコミュニケーションを行うことで、組織全体での意識改革・取組推進にも寄与してい

ます。このように、全庁的な取組が必要となるアナログ規制の点検・見直し作業に当たっては、

外部専門人材の活用が効果的であるほか、専門職員の配置・活用を行うことで、より効果的・統

一的な点検・洗い出し作業が可能になると考えられます。 

＜庁内の推進体制（南相馬市）＞ 
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＜コラム＞都道府県と市区町村の協力 

アナログ規制の見直しを円滑に実施するに当たっては、都道府県と市区町村の協力が重要で

す。市区町村の業務は、国が定めた規則・運用に沿って行われるものだけでなく、都道府県が定

めた規則・運用に沿って行われるものも多くあり、このような業務の見直しについては、都道府

県との連携が欠かせません。 

そのため、都道府県において規制の見直しを実施するに当たり、市区町村の業務に影響が及ぶ

ことが想定される場合には、あらかじめ見直しの方向性や実施時期等について、市区町村に対し

情報提供すべきと考えられます。また、市区町村において規制の見直しを実施するに当たり、都

道府県における検討が必要なものがある場合や、市区町村における当該事務と都道府県における

事務が密接に関連する場合などでは、都道府県に対し当該規制の見直しについて照会・確認を行

い、連携して検討を求める等のやりとりを重ねることが重要と考えられます。 

（例） 都道府県が事業者等に対して補助金を交付し、当該補助事業の管理・検査を市区町村が

所管するような制度に関し、市区町村が実施する補助事業の「検査」について規制の見直

しを行い、デジタル技術を活用しようとする場合、当該検査の実施後に都道府県が行う

「監査」において、デジタル技術によって行われた市区町村の検査内容が許容されるかが

問題となるため、市区町村において見直しを検討する際には、都道府県への事前の相談・

連携が重要となる。 

また、都道府県においては、上記のような規制の見直しに関して、域内の市町村からの相談を

受けつつ、見直し方針等の検討について、主導的な役割を果たすことが求められるほか、規制の

見直しに有益な技術やシステム、調達等に関する情報提供など、人的・技術的な支援を域内の市

区町村に行うことが望まれます。 

なお、総務省の定める「自治体DX全体手順書」（令和６年４月24日）においては、「市区町

村において着実にDXを推進するため、都道府県において管内市区町村のDX推進の進捗状況や課

題、人員体制等の実態を把握の上、市区町村と課題認識と共有するとともに、個別の市区町村の

組織内だけでDX推進体制を構築するのではなく、都道府県と市区町村の連携によるDX推進体制

を構築するとともに、当該DX推進体制の中で、都道府県が積極的にデジタル人材の確保・育成な

どの市区町村支援に取り組むことが重要」とされています。 

  



 

26 

（２）Step２：点検・見直し方針の策定 

No. 参照情報・参照資料等 

① 地方公共団体におけるアナログ規制の全体像と取組の優先順位の検討 

 

① 地方公共団体におけるアナログ規制の全体像と取組の優先順位の検討 

地方公共団体の中には、アナログ規制の見直しについて、「各団体が所管するすべての規制を

悉皆的に見直さなければならないのではないか」と考える団体も多く、このことが地方公共団体

におけるアナログ規制の見直しの取組への着手を躊躇させる一因となっていると考えられます。

こうした観点からは、最終的にはすべてのアナログ規制が見直され、技術を最大限活用できる規

制環境が整備されていることを目標にしながら、例えば、特定の規制区分や特定の業務分野など、

取り組みやすい部分や特に高い効果が見込まれる規制区分から優先的に取組を開始するなど、各

団体の実情や考え方に応じて取組を進めるという進め方も考えられます。例えば、これから取組

をはじめようとしている団体の中には、「書面掲示規制、対面講習規制、FD等記録媒体規制など、

見直し後の業務イメージが付きやすい規制区分から取り組む」、「特にアナログ規制が多く存在

する福祉分野の見直しから取り組む」といった優先順位の付け方をしている団体もあります。 

デジタル庁では、前述のとおり、令和６年度において、先行するいくつかの団体の洗い出し結

果を基に、多くの団体で典型的にアナログ規制が存在すると思われる条例等を規制区分及び業務

分野（地方公共団体における行政分野をデジタル庁において８分野に分類）ごとに区分した表に

プロットし、規制の名宛人（規制対象）ごとに色分けしたマッピングを作成しました（参考資料

２）。本資料も参考に、どのような観点から優先順位をつけて取り組むのかを検討してください。 

なお、優先順位を付けた取組を行うことで、好事例を積み上げてから全庁的な取組を進めるこ

とが可能になることや、限られたリソースの中でメリハリをつけた取組を行うことができること

などのメリットもありますが、規制区分や業務分野ごとに見直しの粒度や結果に庁内で差が生じ

たり、類似の作業を複数回に渡って推進部門が行う必要が生じたりするなど、デメリットが存在

する点には十分ご留意ください。 

  

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/2d729cb2/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_03.xlsx
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/2d729cb2/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_03.xlsx
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（３）Step３：規制の洗い出しと類型・PHASEの当てはめ 

No. 参照情報・参照資料等 

① アナログ規制点検・見直し対象リスト様式例（Step３部分抜粋） 

② 「規制根拠の分類」の考え方 

③ 検索キーワード例と洗い出し結果例 

④ アナログ規制点検・見直し対象リストへの該当判断の基準例 

⑤ アナログ規制点検・洗い出しツール 

 

① アナログ規制点検・見直し対象リスト様式例（Step３部分抜粋） 

※アナログ規制点検・見直し対象リスト様式例は、参考資料３に掲載しています。 

 

 

 

No. 入力項目 内容 

ⅰ 入力者情報 入力者の情報（所管課、担当者、連絡先等）を入力します。 

ⅱ 規制区分 目視規制、実地監査規制、定期検査・点検規制、常駐・専任規制、対

面講習規制、書面掲示規制、往訪閲覧・縦覧規制といった７項目及びFD

等記録媒体規制等の区分を入力します。 

この区分は対象の条例等がどのアナログ規制に該当するか整理するため

のものです。 

ⅲ 条例等名／様式

名等 

洗い出しを行った「条例等名／様式名」のほか、「条項／掲載場所」

「条文／規定内容」等を入力します。ここで条文や規定内容まで洗い出

しを行っておくことで、具体的な規制の内容を把握しやすくなります。 

ⅳ 根拠規定 規制を定めている具体的な根拠規定（「根拠法令等名／通知・通達等

名／条例等名」及び「当該条項等」）を記入します。 

例）○○法 第○条第○項 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/8bd74607/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_04.xlsx
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当該条例又は○○条例 第○条第○項 

「標準○○条例について」（平成○年○月○日○○省○○局通知） 

なし（運用ルール等） 

ⅴ 規制根拠の分類 規制の制定根拠を分析し、分類（以下「②「規制根拠の分類」の考え

方」参照）を行うことで、国等における規制の見直しを踏まえた上で対

応する規制と、地方公共団体が自らの判断で主体的に見直しを進められ

る規制とを振り分け、当該団体において、優先的に見直しに着手すべき

規制や見直しに当たって参照すべき規制を明らかにします。 

ⅵ 類型・ 

現在PHASE 

各規制の現在の状況を整理する観点から、当該規制の趣旨・目的や現

時点のデジタル化の進捗度合いを入力します。国の見直しにおける類

型・PHASEの考え方は、参考資料８・参考資料９を参照してください。 

  

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/7713dc77/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_07.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/58d47fa5/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_08.pdf


 

29 

② 「規制根拠の分類」の考え方 

当該規制がどのような根拠に基づき規定されているのかを確認することで、Step４（見直しの

方向性等の検討）やStep５（見直しの実施）の際に考慮・参照すべき事項を明らかにすることが

できます。このため、本マニュアルでは、規制の根拠を以下３つに分類することを作業の中に組

み込んでいます。なお、ここでのポイントは、「業務の根拠」となっている法令等ではなく、

「規制の根拠」となっている法令等を特定することです。 

規制根拠の分類 

ａ規制 
国の法令等に基づいて定めている規制 

（市区町村の場合は都道府県の条例等に基づくものを含む） 

ｂ規制 自団体の条例等に基づいて定めている規制 

ｃ規制 国の法令等を参照しつつ、自団体の条例等に基づいて定めている規制 

 

【ａ規制  国の法令等に基づいて定めている規制】 

「国の法令等に基づいて定めている規制」とは、法令等において定められる基準等に従って

定められている条例等が該当します。 

また、市区町村の場合においては、国の法令等だけでなく、都道府県の条例等で定められる

基準等に従って定められている条例等についても「ａ規制」に分類します。 

（例）訪問介護など指定居宅サービス事業所の管理者の常駐・専任規制 

 

 

【ｂ規制  自団体の条例等に基づいて定めている規制】 

「自団体の条例等に基づいて定めている規制」とは、自団体で独自に定めた条例及び規則等

に基づく規制が該当します。 

なお、国の法令等を根拠として定められた条例等であっても、当該国の法令等において、条

例等で定める個別規制の内容については特段規定・制限しておらず、当該地方公共団体が独自

に規制を定めているものについては、当該団体が自らその見直し内容等を検討することとなる

ため、「ｂ規制」に分類します。 
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【ｃ規制  国の法令等を参照しつつ、自団体の条例等に基づいて定めている規制】 

「国の法令等を参照しつつ、自団体の条例等に基づいて定めている規制」とは、例えば、国

が法令等で定めるいわゆる「参酌すべき基準」を根拠とする規制や、各府省庁が通知・通達等

で発出する「技術的助言」を根拠とする規制については、基本的には法令等の範囲内であれば

各団体の判断で見直すことができる一方で、根拠となる国が示す基準や解釈等を参照すること

が求められるため、こうした規制については、ａ規制やｂ規制とは異なる「ｃ規制」に該当す

るものとして整理することが適当と考えられます。 

※ｃ規制については、令和５年度デジタル庁が実施した調査（以下「モデル調査」という。）を踏まえ、マニュ

アル第2.0版にて分類を追加したもの。 

 

（例）放課後児童健全育成事業所における対面講習規制 
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③ 検索キーワード例と洗い出し結果例 

国における点検・見直し作業、モデル調査の結果等を踏まえ、例規システム等によりキー

ワード検索を行う際の規制区分ごとの検索キーワードの例や洗い出し結果の例を示します。 

各団体における検索キーワードの設定の際の参考としてください。 

 

＜留意点＞ 

・キーワード検索は、あくまでアナログ規制に該当する可能性のある条項を洗い出す作業ですの

で、検索キーワードに該当する条項のすべてがアナログ規制に該当するということではありま

せん。推進部門と規制所管部門との連携の下、検索結果を基に点検・確認を行うことで、アナ

ログ規制に該当するものを特定し、必要な見直しを行うことが重要です。 

・ここで示す検索キーワードはあくまで例示であり、当該キーワードに該当しない規制について

もデジタル原則の観点から点検を行うことが重要です（各団体において、キーワードを追加い

ただくことも、洗い出しにおいては有効であると考えられます。）。 

・必要に応じてand検索を用いたり、除外キーワードを設定したりすることで、キーワード

検索による洗い出しを効率的に行うことができますので、各団体で検討してください。 

・「洗い出し結果参考例」は、あくまで検索キーワードを基に例示として示しているもので

あり、また、類型・PHASEは、条文から読み取れる範囲でデジタル庁の整理を当てはめた

ものです。 
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Ⅰ 目視規制 

検索キーワードの例（目視規制） 

・目視 and（検査 or 点検 or 調査 or 確認 or 観察）    

・実地 and（検査 or 点検 or 調査 or 確認 or 観察 or 聴取 or 面談 or 立会） 

・現地 and（検査 or 点検 or 調査 or 確認 or 観察 or 聴取 or 面談 or 立会）    

・訪問 and（検査 or 点検 or 調査 or 確認 or 観察 or 聴取 or 面談 or 立会） 

・立ち入り and（検査 or 点検 or 調査 or 確認 or 観察 or 聴取）  

・巡視  ・見張 

 

○その他の検索キーワード例 

・対面  ・視認  ・目で  ・立ち入 ・立入  ・立ち会 ・立ち合 ・立合 

・赴く  ・訪れ  ・訪ね  ・現着  ・現場  ・打音  ・打診  ・破壊検査 

・嗅診  ・触診  ・聴診  ・外観  ・測量  ・測定  ・計測  ・テスト 

・面会  ・面前  ・面接  ・対話  ・撮影  ・写真  ・双眼鏡 ・現況 

・警備  ・警ら  ・巡回  ・聞き取 ・聞き込 ・聴き取 ・聴き込 ・同席 

・視察  ・監察  ・査察  ・監視  ・監護  ・確かめ ・検分  ・検め 

・検閲  ・直接  ・手交  ・手渡  ・看護（※）    ・診察（※） 

※「看護」及び「診察」については、現地に赴いて行う行為として「検査」「点検」「調査」と類似の意味で使わ

れる場合のみ該当 

● 検索した条項のうち、次に該当すると考えられる条項をリスト化 

・条文上、人が現地に赴いて、目で見て確認等することを規定している条項 

・条文上、デジタル技術の活用による代替が許容されているかが不明（不明瞭）な条項 

（解釈上許容されていないものを含む） 

● 上記以外のキーワードを用いる場合であっても、人が実地で確認・調査等することを義務付

けるものは対象となる。 

 

「目視規制」の洗い出し結果参考例 

条例等名／様式名 条文／規定内容 
根拠法令 

・条例等 

規制根拠 

の分類 
類型 PHASE 

Ｘ市空家等の適切

な管理に関する条

例 

（立入調査等） 

第 5条 

3 市長は、次条から第 8 条までの規定の施行

に必要な限度において、当該職員又はその

委任した者に、空家等と認められる場所の

敷地部分に立ち入って目視その他の軽易な

調査をさせることができる。 

当該例規 ｂ 2 1② 

Ｘ市職員安全衛生

規則 

（安全管理者の職務） 

第 10 条 安全管理者は、労働安全衛生規則第

6条第 1項に定める事項のほか、次の各号に

掲げる事項を行なわなければならない。 

(1) 定期的に、又は必要に応じ、職場を巡

視して作業の状況を点検し、安全に関する

適切な指導及び監督を行なうこと。 

労働安全

衛生規則

第 6 条第

1項 

ｂ 1-3 1① 
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Ⅱ 実地監査規制 

検索キーワードの例（実地監査規制） 

・監査 and （実地 or 現地 or 現場 等）  

● 検索した条項のうち、次に該当すると考えられる条項をリスト化 

・条文上、実地にて監査することを規定している条項 

・条文上、「監査する」との規定のみで実地以外の監査を認めているか不明（不明瞭）な

条項 

● 国においては、and検索により法令等の洗い出し作業を行った一方で、「監査」のみの場合

であっても、実態として実地にて監査することを求めているものも点検対象として見直しを

実施している。地方公共団体においても、「監査」のみで検索し、実地以外の監査を認めて

いるか否かが条文上不明（不明瞭）なものも点検・見直し対象として検討することが考えら

れる。 

 

「実地監査規制」の洗い出し結果参考例 

条例等名／様式名 条文／規定内容 
根拠法令 

・条例等 

規制根拠 

の分類 
類型 PHASE 

X 市家庭的保育事

業等指導監査実施

要綱 

（一般指導監査） 

第 6条 市長は、X市家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準を定める条例(平成 26

年条例第 28 号)に定める基準(以下「基準」

という。)を遵守しているかどうかについ

て、実施計画に基づき、年1回以上実地によ

り一般指導監査を行うものとする。 

児童福祉

法第34条

の 17 

児童福祉

法施行令

第35条の

4  

ａ 1 1① 

X 市社会福祉法人

指導監査実施要綱 

（指導監査の種類） 

第5条 指導監査の実施区分は、一般指導監査

および特別指導監査とし、いずれも実地に

おいて行うものとする。 

社会福祉

法第56条

第 1項 

ａ 1 1① 
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Ⅲ 定期検査・点検規制 

検索キーワードの例（定期検査・点検規制） 

・定期 and（検査 or 点検 or 調査 or 測定 or 査察 or 監査 or 確認 or 審査 or モニタリング） 

・期間ごと（※）  

and（検査 or 点検 or 調査 or 測定 or 査察 or 監査 or 確認 or 審査 or モニタリング）   

・（年●回 or 年に●回）  

and（検査 or 点検 or 調査 or 測定 or 査察 or 監査 or 確認 or 審査 or モニタリング） 

・（月●回 or 月に●回）  

and（検査 or 点検 or 調査 or 測定 or 査察 or 監査 or 確認 or 審査 or モニタリング） 

・（週●回 or 週に●回）  

and（検査 or 点検 or 調査 or 測定 or 査察 or 監査 or 確認 or 審査 or モニタリング） 

・（日●回 or 日に●回）  

and（検査 or 点検 or 調査 or 測定 or 査察 or 監査 or 確認 or 審査 or モニタリング） 

※「●日ごと（●日毎）」「●月ごと（●月毎）」などのキーワードを含む。下記例参照。 

 

○「期間」や「頻度」に係るキーワード例 

・原則●回 ・毎に●回 ・毎●回  ・ごとに●回       

・日毎   ・週毎   ・月毎   ・年毎   ・年度毎  ・）毎 

・日ごと  ・週ごと  ・月ごと  ・年ごと  ・年度ごと ・）ごと 

・日当たり ・週当たり ・月当たり ・年当たり ・年度当たり 

・日あたり ・週あたり ・月あたり ・年あたり ・年度あたり 

・毎日   ・毎月   ・毎年   ・／日間  ・／月   ・／年   ・／時間   

・点検期  ・点検時  ・調査期  ・調査時  ・頻度   ・随時 

○「行為」に係るキーワード例 

・計測   ・試験   ・評価   ・検診   ・レビュー ・状況を把握   

・ストレスチェック   ・状況報告 ・現状報告 ・現況報告 ・現況届    

・見直し  ・記録   ・報告   ・調書   ・通知   ・届    ・取りまとめ       

● 検索した条項のうち、次に該当すると考えられる条項をリスト化 

・定期の検査等を要件としている条項 

・定期の実施を要件としている検査等の周期や対象、手法等を定める条項 

・定期の実施を要件としている検査等に関連する手続や作業等を定める条項 等 

● 上記以外のキーワードを用いる場合であっても、一定の頻度で検査等を行うことを求めるも

のは対象となる。 

 

「定期検査・点検規制」の洗い出し結果参考例 

条例等名／様式名 条文／規定内容 
根拠法令 

・条例等 

規制根拠 

の分類 
類型 PHASE 

Ｘ市監査委員に関

する条例 

（例月出納検査） 

第 6条 法第 235 条の 2第 1項の規定による

例月出納検査は、毎月 25 日にこれを行うも

のとする。ただし、休日その他やむを得な

い事情があるときは、これを変更すること

ができる。 

地方自治

法 

第 235 条

の 2 第 1

項 

ａ 1 1② 
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Ⅳ 常駐・専任規制 

検索キーワードの例（常駐・専任規制） 

・常駐  ・常時  ・常勤  ・配置  ・実地  ・現地  ・その場で 

・駐在  ・在所  ・置かなければならない 

・専任  ・専ら  ・選任  ・専属  ・兼務  ・兼任  ・選任しなければならない 

・ごとに and（選任 or 置くor 配置） 

 

○その他の検索キーワード例 

・置か  ・置き  ・従事  ・宿直  ・日直  ・監督  ・往診 

・待機  ・参集  ・招集  ・出動  ・稼働  ・訓練 

● 検索した条項のうち、次に該当すると考えられる条項をリスト化 

・常駐又は専任を求めている条項 

※ 「選任」には、取締役の選任など、単に役職を指定するもの等も含まれるが、点検の対象となるの

は、常駐又は専任を求めているものに限る。 

● 上記以外のキーワードを用いる場合であっても、常駐又は専任を求めているものは対象とな

る。 

 

「常駐・専任規制」の洗い出し結果参考例 

条例等名／様式名 条文／規定内容 
根拠法令 

・条例等 

規制根拠

の分類 
類型 PHASE 

Ｘ市土砂等の埋立

て等の規制に関す

る条例施行規則 

１ 一般的事項 

（２） 事故安全防止対策 

ア 安全対策 

(ア) 作業時間中は、現場責任者を常駐

させ、事故及び災害の防止に努める

こと。 

Ｘ市土砂

等の埋立

て等の規

制に関す

る 条 例 

第15条第

2項 

ｂ 1 1 

Ｘ市浄化槽保守点

検業者の登録に関

する条例 

（営業所の設置等） 

第 9 条 浄化槽保守点検業者は、本市の区域

内に営業所を設置し、営業所ごとに専任の

浄化槽管理士を置かなければならない。 

2 浄化槽保守点検業者は、前項の浄化槽管理

士の資質の向上のため、当該浄化槽管理士

が研修を受講する機会を確保しなければな

らない。 

３～４ （略） 

浄化槽法 

第48条第

2 項第 3

号 

ｂ ２ 1 

Ｘ市交通局自動車

運行管理規程 

（運行管理者及び補助者の勤務時間等） 

第 5 条 運行管理者及び補助者の勤務時間

は、Ｘ市交通局職員就業規程(昭和 51 年交

通局規程第 5 号。以下「就業規程」とい

う。)によるものとし、車両の運行中は必ず

運行管理者又は補助者が事業所に常駐しな

ければならない。 

当該例規 ｂ １ １ 
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Ⅴ 対面講習規制 

● 検索した条項のうち、次に該当すると考えられる条項をリスト化 

・条例等で資格等の取得や更新等のために講習会等の受講を求めている条項 

● 上記以外のキーワードを用いる場合であっても、条例等で資格等の取得や更新等のために受

講することを求めているものは対象となる。 

 

「対面講習規制」の洗い出し結果参考例 

条例等名／様式名 条文／規定内容 
根拠法令 

・条例等 

規制根拠 

の分類 
類型 PHASE 

X 県屋外広告物条

例施行規則 

（講習会の受講手続） 

第 21 条 講習会において講習を受けようとす

る者は、屋外広告物講習会受講申込書(第 17

号様式)を知事に提出しなければならない。 

当該例規 ｂ １ １② 

X 県地震被災建築

物応急危険度判定

士資格認定制度要

綱 

（講習会） 

第 5 条 第 4 条第 1 項第 3 号に規定する講習

会は、知事が業務委託して行う。 

2 講習会の主催者は、講習を修了した者に対

し、講習修了者台帳に登載のうえ、受講修

了証を交付する。 

当該例規 ｂ 1 1③ 

X 市手話通訳者養

成講習運営規則 

（受講の申請等） 

第３条 養成講習を受講しようとする者は、

手話通訳者養成講習受講申込書（様式第 1

号）を市長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

2 市長は、前項の規定による申請をした者が

定員を超えるときは、抽選により養成講習

を受講することができる者（以下「受講

者」という。）を決定し、手話通訳者養成

講習受講承認通知書（様式第2号）又は手話

通訳者養成講習受講不承認通知書（様式第 3

号）により、当該申請をした者に通知する

ものとする。 

当該例規 ｂ 1 1② 

  

検索キーワードの例（対面講習規制） 

・講習   ・研修   ・講座 

 

○その他の検索キーワード例 

・養成   ・有効期限 ・修了証  ・受講   ・科目   ・課目   ・登録料 

・口述   ・検定料  ・学科   ・教育訓練 ・特別教育 ・特別の教育 

・基本教育 ・課程    

・技能（※）・訓練（※）・教習（※）・実技（※）・演習（※） 

※「研修」･「講習」と並列で用いられている、あるいは文脈上「研修」･「講習」に近い意味と判断されれば該

当。 
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Ⅵ 書面掲示規制 

● 検索した条項のうち、次に該当すると考えられる条項をリスト化 

・特定の場所（※）に掲示することを要件とする条項 

※ 「掲示場」や「掲示板」、「見やすい場所」などが想定される。 

● 上記以外のキーワードを用いる場合であっても、特定の場所に掲示することを要件としてい

るものは対象となる。 

 

「書面掲示規制」の洗い出し結果参考例 

条例等名／様式名 条文／規定内容 
根拠法令 

・条例等 

規制根拠 

の分類 
類型 PHASE 

Ｘ市公告式条例 

第２条 条例を公布しようとするときは、公

布の旨の前文及び年月日を記入し、その末

尾に市長が署名しなければならない。 

2 条例の公布は、Ｘ市公報（以下「市公報」

という。）に登載して行う。ただし、天災

事変等により市公報に登載して公布するこ

とができないときは、市役所並びに区役所

及びその出張所の掲示場に掲示して市公報

の登載に代えることができる。 

当該例規 ｂ 2 1① 

Ｘ市浄化槽の保守

点検業者の登録に

関する条例 

（標識の掲示） 

第 11 条 浄化槽保守点検業者は、規則で定め

るところにより、その営業所ごとに、その

見やすい場所に、氏名又は名称、登録番号

その他の規則で定める事項を記載した標識

を掲げなければならない。 

当該例規 ｂ 2 1② 

Ｘ市観光関連事業

継続応援金交付要

綱 

（交付対象者） 

第4条 応援金の交付を受けることができる者

は、次の各号のいずれにも該当する者とす

る。 

(2) 新型コロナウイルス感染症の拡大の防

止に努めており、A 県が実施する新型コロ

ナ対策推進宣言の店として宣言書を店内若

しくは店頭に掲示していること又は信州の

安心なお店の認証を受けていること。 

当該例規 ｂ 2 1② 

検索キーワードの例（書面掲示規制） 

・掲示   ・掲げ（※） 

※「次に掲げ」「以下に掲げ」などを除外条件とすることで、当該法令等における形式的な表現を指しているもの

を除外 

 

○その他の検索キーワード例 

・許可証  ・見やすい  ・標章  ・インターネットを利用  ・インターネットの利用 
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Ⅶ 往訪閲覧・縦覧規制 

● 検索した条項のうち、次に該当すると考えられる条項をリスト化 

・公的情報を閲覧・縦覧させるもののうち、公的機関等への往訪を求めている条項 

● 上記以外のキーワードを用いる場合であっても、公的情報を閲覧・縦覧させる際に公的機関

等への往訪を求めているものは対象となる。 

 

「往訪閲覧・縦覧規制」の洗い出し結果参考例 

条例等名／様式名 条文／規定内容 
根拠法令 

・条例等 

規制根拠 

の分類 
類型 PHASE 

Ｘ市特定非営利活

動促進法施行条例

施行規則 

（公衆の縦覧） 

第 3条 法第 10条第 2項（法第 25条第 5項

及び法第 34条第 5項において準用する場合

を含む。）の規定による公衆の縦覧は、市

民局コミュニティ推進部市民公益活動推進

課において行う。 

特定非営

利活動促

進法 

第10条第

2 項（準

用 を 含

む） 

ａ 4 1① 

Ｘ市特定非営利活

動促進法施行条例

施行規則 

（電子縦覧） 

第 4 条 前条の規定による縦覧のほか、市長

は、法第 10条第 1項第 1号、第 2号イ、第

5号、第 7号及び第 8号に掲げる書類の全部

又は一部について、インターネットを利用

して縦覧に供することができる。 

特定非営

利活動促

進法施行

規則第１

条 

ａ 4 2② 

  

検索キーワードの例（往訪閲覧・縦覧規制） 

・閲覧    ・縦覧    ・提示（※）   ・供する 

※「and ●●証」を除外条件とすることで、「身分証等の証明書の提示」に該当するものを除外 
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Ⅷ FD等記録媒体規制 

検索キーワードの例（FD等記録媒体規制） 

・磁気ディスク ・光ディスク ・光磁気ディスク ・磁気テープ 

・フレキシブルディスク ・フロッピーディスク ・フロッピー ・FD 

・シーディー・ロム ・CD-ROM ・シー・ディー ・シーディー 

・CD ・DVD ・マイクロフィルム ・USB 

・ROM ・ビデオ ・テープ ・ディスク 

・ロム ・磁気 ・記憶媒体 ・記録媒体 

・メモリ ・電子媒体 ・記憶用 ・記録用 

● 検索した条項のうち、次に該当すると考えられる条項をリスト化 

・個別（特定）の記録媒体の使用を定めている条項 

● 上記以外のキーワードを用いる場合であっても、個別（特定）の記録媒体の使用を定めてい

るものは対象となる。 

 

「FD等記録媒体規制」の洗い出し結果参考例 

※FD等記録媒体規制については、類型・PHASEの当てはめは不要 

条例等名／様式名 条文／規定内容 
根拠法令 

・条例等 

規制根拠 

の分類 
類型 PHASE 

Ｘ市環境影響評

価に関する図書

等の公表に係る

要綱 

（電磁的記録の作成仕様） 

第 6条 事業者が提出する電磁的記録は、CD-

ROM 等の可搬型の電子媒体とする。この場

合において、ファイル形式は、PDF 形式等

改ざんされにくく、広くサポートされてい

るものを用い、各々のファイル容量をおお

むね5メガバイト以下になるようにするもの

とする。 

当該例規 ｂ ― ― 

X県建築士法施行

細則 

（登録状況の報告） 

第 10条の 8  

3 報告書等（第 1 項の報告書及び前項の添付

書類をいう。以下この項において同じ。）

の提出については、当該報告書等が電磁的

記録で作成されている場合には、次に掲げ

る電磁的方法をもって行うことができる。 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物

（以下「磁気ディスク等」という。）を

もって調製するファイルに情報を記録し

たものを知事に交付する方法 

当該例規 ｂ ― ― 
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④ アナログ規制点検・見直し対象リストへの該当判断の基準 

キーワードを用いた検索によって、一旦機械的にアナログ規制に該当する可能性のある条項を

網羅的に洗い出すことが可能となります。一方で、個別の条項を精査すると、検索キーワードに

は該当するものの、当該条項においては特段アナログ的な行為を求めているものではない条項も

含まれることになります。こうした条項については、下位法令を含めた法令全体の構造や実務運

用等を確認しながら個別に判断する必要があります。 

なお、モデル調査においては、以下のような条項については、直接アナログ的な行為を求める

ものではなく、アナログ規制に該当しない可能性が高い場合として整理されていますので、参考

にしてください。 

※下記に示すものはあくまで例示であり、実際の点検作業に当たっては、個別に規定の趣旨・目的、運用等を

確認する必要があります。 

※下記のほかの判断基準例や詳細については参考資料６（地方公共団体におけるアナログ規制の見直しに係る

課題調査報告書、P.10-106～）を参照 

No. アナログ規制に 

該当しない可能性 

が高い場合 

具体例 

ⅰ 届出や申請書の様式

等を定める規定であ

る場合 

 

ⅱ 附則等における読み

替え規定など例規上

の技術的な規定であ

る場合 

附 則 

第●条 平成3年度に係る中小企業退職金共済掛金補助金の交付に

ついては、改正後の第4条の規定中「毎年1月1日」とあるのは

「平成３年４月１日」と読み替えるものとする。 

ⅲ 例規上の用語として

の「掲げる」が用い

られている場合（書

面掲示規制関係） 

第●条 産業会館の休館日は、次のとおりとする。 

(1) 12月29日から翌年の1月3日までの日 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が定める日 

ⅳ 条例等の趣旨・目的

を定める規定である

場合 

第●条 この要綱は、母子の健康の保持・増進を図るため、母子保

健法（昭和40年法律第141号）及び児童福祉法（昭和22年法律第

164号）第6条の3第4項に基づき、保健師、栄養士等による家庭

訪問（以下「訪問指導」という。）を実施し、対象者及び家族に

対し適切な指導を実施することにより、市民福祉の向上に寄与す

ることを目的とする。 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/5a2ebd07/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_05.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/5a2ebd07/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_05.pdf
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ⅴ 用語の定義等を規定

する場合 

第●条 この条例において「高校生等を養育している者」とは、次

の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 高校生等を監護し、かつ、これと生計を同じくするその父又は母 

ⅵ 団体・組織等の役割

や事務分掌、事務の

権限、設置等を定め

る規定である場合 

第●条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置く

ことができる。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、

解任されるものとする。 

 

第●条 各課の事務分掌は、次のとおりとする。 

消防総務課 総務担当 施設整備担当 

（17）消防関係車両の整備点検及び取扱指導並びに燃料に関すること。 

 

第●条 身体障害者福祉法（以下この条において「法」という。）

に関する事務は、次に掲げる事務とする。 

（４）法第23条の規定による売店の設置等に関する協議、調査及び

措置に関すること。 

 

⑤ アナログ規制点検・洗い出しツール 

前述のとおり、推進部門における規制の洗い出し作業は、いわゆる「例規システム」を用いて

行っている先行団体が多く、現時点においては最も効率的な手法であると考えられますが、その

他の方法として、デジタル庁が提供するアナログ規制点検・洗い出しツールを活用する方法も考

えられます。 

デジタル庁では、今後国の法令等に新たなアナログ規制が生まれないようにするための取組と

して、「デジタル法制審査」（P.20参照）を実施しており、対象ファイルからアナログ規制に関

係し得る条項のキーワードや文章を自動検索し、業務効率化を図ることを目的として、「アナロ

グ規制点検ツール」を開発・提供しています。 

地方公共団体における洗い出し作業においては、本ツールを使用することも方法の１つとして

考えられます。例えば、要綱・要領など、例規システムに登録されていない例規等における洗い

出し作業を行う際には、本ツールを使うことで、各規制所管部門における洗い出し作業が効率化

される可能性があります。 

Excelマクロ版の「α版」（参考資料11）とウェブ版の「β版」（参考資料12）の２種類を提供

していますので各団体のネットワーク環境等に応じて使いやすい方のツールをご活用ください。 

  

https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee/local-government#tool
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee/local-government#tool
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/488ec589-9c7c-4c19-99b4-9ade193c7f3c/00dd30fc/20250926_policies_digital-extraordinary-administrative-research-committee-local-government_analog-inspection-tool-alpha_00.zip
https://laws.e-gov.go.jp/tools/analog-inspection-tool/
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（４）Step４：見直しの方向性等の検討 

No. 参照情報・参照資料等 

① アナログ規制点検・見直し対象リスト様式例（Step４部分抜粋） 

② 「規制根拠の分類」ごとの見直しの考え方 

③ 検討時の論点例１：規制の趣旨・目的達成を担保するための前提の明確化等 

④ 検討時の論点例２：技術中立性 

⑤ 検討時の論点例３：「アナログ的手段」の取扱い 

⑥ 検討時の論点例４：プライバシー等への配慮 

⑦ 検討時の論点例５：「できる規定」等の考え方 

⑧ テクノロジーマップ、技術カタログ 

 

① アナログ規制点検・見直し対象リスト様式例（Step４部分抜粋） 

 ※アナログ規制点検・見直し対象リスト様式例は、参考資料３に掲載しています。 

 

 

 

No. 入力項目 内容 

ⅰ 見直し後PHASE Step３で入力した「現在PHASE」に対し、見直しによってどのよう

な状態にしたいのか（どの程度のデジタル化の度合いを目指すのか）と

いう「目標」として入力します。 

ⅱ 見直しの方向性 規制根拠の分類を踏まえつつ、以下のような今後の見直しの方向性の

選択肢を設定します。見直しの方向性や見直しの方法の検討に際して

は、P.54～58も参照してください。なお、以下はあくまで例ですの

で、各団体において適宜修正の上で設定ください。 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/8bd74607/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_04.xlsx
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a-1．要見直し（条文の改正が必要） 

a-2．要見直し（通知の発出等による解釈の明確化が必要） 

a-3．要見直し（今後運用の変更のみを行う） 

b-1．見直し不要（現状でアナログ的な手段に限定されていない（既

に運用まで変更済み）） 

b-2．見直し不要（現状でアナログ的な手段に限定されていない（直

ちには運用の変更は困難）） 

c-1．見直し否（アナログ的な手段に限定することが適当） 

c-2．見直し否（活用可能な技術等が現時点で不存在） 

d．継続検討 

ⅲ 見直しの方向性の

詳細 

選択した見直しの方向性に応じ、「見直しの具体的な方法」「見

直し不要の具体的な理由」「見直し否の具体的な理由」「継続検討の

具体的な理由」を記入します。この際、規制根拠の分類（下記②参

照）に応じた記載内容の検討を行うことが重要です。 

ⅳ 見直し予定 「要見直し」としたものは「見直し完了時期」を、「継続検討」

としたものは「再検討時期」を、入力します。 
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＜コラム＞国の取組における「見直し“否”」の考え方 

国の工程表や見直し方針に掲載されているアナログ規制の中には、「見直し“否”」となっている

ものもあります。ひと言に「見直し“否”」と言っても、その考え方は一様ではなく、大きくは以下

のような考え方で整理することができます。 

① 見直しをせずともデジタル原則適合性が確保できていることが確認できたのもの 

（代表例：「見直し“否”」かつ「現在PHASE」が「PHASE３」） 

② 現時点での技術の成熟度等に照らして代替が困難であることや、国際条約等を踏まえ

て 現 行 の 基 準 を 定 め て い る こ と な ど か ら 、 見 直 し が 困 難 な も の 

（代表例：「見直し“否”」かつ「見直後PHASE」が「PHASE１」） 

つまり、国の工程表や見直し方針における「見直し“否”」には、工程表や見直し方針の策定時

点で、①既にデジタル原則に適合していたもの（既に見直しが行われていたもの）と、②デジタ

ル原則に適合させることが困難なもの（見直しが困難なもの）とが含まれます（なお、工程表等

の策定時点で一定程度デジタル原則に適合しているものであっても、更にPHASEを進めるこ

とができる場合（PHASE２→３）には、見直しを進めることとしています。）。地方公共団

体において規制の見直しの方向性を検討するに当たって、国の工程表や見直し方針の情報を参照

する際には、上記の点にご留意ください。 

また、上記①②のようなものも、将来にわたって見直しが必要ないということではありませ

ん。技術の進展に応じ、現在はPHASE２までしか達成できないものはPHASE３を達成できるよう

になることや、現在はPHASE１とせざるを得ないものもPHASE２やPHASE３を目指せるように

なるかもしれません。このように、デジタル原則に照らして不断に見直しを実施することが重要

です。 

 

② 「規制根拠の分類」ごとの見直しの進め方 

【ａ規制 国の法令等に基づいて定めている規制の場合】 

規制根拠の分類が「ａ規制」に該当すると整理された規制に関しては、まずは、その根拠となっ

ている国の法令等が「工程表（参考資料４）」や「見直し方針（参考資料５）」に記載されている

かを確認し、記載がある場合には当該規制のフォローアップ結果（参考資料４及び参考資料５）か

ら国における見直しの状況を把握します（なお、「工程表」には国の法令（法律及び政省令）にお

ける規制が、「見直し方針」には国の告示、通知・通達等における規制が、それぞれ記載されてい

ます。）。 

国において見直しが完了している規制については「見直しの内容」欄の内容を、見直しが未了の

規制については、「見直し未了の理由」や「新たな見直し完了時期」「新たな見直し完了時期の理

由」欄の内容等を確認し、それらを踏まえ、見直し後のPHASEや見直しの方向性、見直し完了時期

等について検討します。国において見直しが完了している規制については、規制所管府省庁から地

https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule-work-process
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule-work-process
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule
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方公共団体の関係部局に対して通知・通達等が発出されている場合がありますので、各地方公共団

体においては、これを踏まえて必要な条例等の改正や様式変更、関係者への周知を行う等、見直し

を進めることとなります。 

なお、市区町村においては、国の法令等のほか、都道府県の条例等により定められている規制も

あることから、都道府県における規制の見直しの動向も把握した上で、それに対する対応（関係す

る部門との事前調整や、必要な条例等の改正や様式変更等）も盛り込んだ見直しの方向性やスケ

ジュール等を検討することとなります。したがって、都道府県においては、管内市区町村に影響す

る規制の見直しに取り組む場合は、あらかじめ管内市区町村に対して検討内容やスケジュール等を

連絡することにより、実際の見直しが円滑に進むよう配慮していただくことが望まれます。 

 

【ｂ規制 自団体の条例等に基づいて定めている規制の場合】 

規制根拠の分類が「ｂ規制」に該当すると整理された規制については、各地方公共団体において

自ら見直しの内容等を検討することとなりますので、当該規制や業務の根拠法令等の趣旨・目的、

規制の名宛人、デジタル技術を導入した場合の実運用の変化・影響等を総合的に考慮しながら、デ

ジタル原則に照らして検討し、見直しの方向性等を決定します。 

見直し後PHASEや見直しの方向性の検討に当たっては、参考資料10（規制の見直しの基本的な

考え方）を参考にしつつ、各団体の実情に応じて検討を進めてください。 

 

【ｃ規制 国の法令等を参照しつつ、自団体の条例等に基づいて定めている規制】 

規制根拠の分類が「ｃ規制」に該当すると整理された規制については、基本的には、「ｂ規制」

と同様にデジタル原則に照らし、地方公共団体が自らその見直しの方向性を検討・決定しますが、

その際、規制の根拠となっている国の法令等で定める「参酌すべき基準」や通知・通達等で示され

る「技術的助言」の内容を参照しつつ、検討を進めてください。なお、「参酌すべき基準」や「技

術的助言」の中には、国において見直しが行われているものもありますので、そのような場合は

「見直し方針」及び同フォローアップ結果（参考資料５）の「見直しの内容」欄の記載内容も確認

した上で検討を進めます。この場合も、当該規制や根拠法令等の趣旨・目的、規制の名宛人、デジ

タル技術を導入した場合の実運用の変化・影響等を総合的に考慮しながら検討します。 

 

③ 検討時の論点例１：規制の趣旨・目的達成を担保するための前提の明確化等 

当然ではありますが、アナログ規制の見直し後においても、当該規制の趣旨・目的を適切に達

成できるかどうかという視点は必要不可欠です。例えば、デジタル化を優先するあまり、点検等

の水準が規制目的を達成できない水準にまで下がり、結果として地域住民が不利益を被る結果と

なるような事態は避けなければなりません。 

こうした観点から、国の見直しにおいても、規制目的を達成する（行政サービスの水準を確実

に維持する）ために、解釈を明確化する通知の発出等や条文の改正によって、デジタル技術を活

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/fa3df411/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_09.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/fa3df411/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_09.pdf
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule
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用する際の前提等を明示したり、追加的に要件を付加したりしている場合があります（下記例１

～３も参照）。地方公共団体においても、こうした情報を参考にしながら、規制の趣旨・目的に

立ち返った見直しの方向性の検討を行うことが重要です。 

 

＜例１＞ 

点検について定めた法令について、デジタル技術の活用を許容する見直し（点検の方法に

従来の手段に加えて「その他適切な方法」を追加する改正）を行う際に、通知・通達等にお

いて、「その他適切な方法とは、点検者自らの目視と同等、または、同等以上に、状態の把

握が行えると判断した技術等を用いた点検の方法とする。」とし、解釈を明確化した。 

 

＜例２＞ 

点検について定めた法令について、国が定める「点検要領」において実施方法等が規定さ

れている事例において、規制所管省庁がデジタル技術の活用を許容する見直しに際して発出

した通知により当該点検要領が改正され、「点検要領に掲げる点検方法については、標準的

な手順、確認手段等を示したものであり、これと同等以上の効果を有すると認められる場合

には、新たな技術等を用いた点検方法によることができるものである。」とした。 

 

＜例３＞ 

事業者がサービスを適切に提供するために事業所への配置を求めている管理者等につい

て、その配置基準等が基準（省令）において規定されている事例において、規制所管省庁が

テレワークを可能とする見直しに際して発出した通知において、「事業所等の管理者は、個

人情報の適切な管理を前提に、介護事業所等の管理上支障が生じない範囲内において、テレ

ワークを行うことが可能である。」との解釈を示した。 

 

④ 検討時の論点例２：技術中立性 

国のアナログ規制の見直しの取組では「技術中立性」という考え方を導入しました。アナログ

規制の見直しは、アナログ的な手段に限定することなくデジタル的な手段を許容するための取組

ですが、その際には、見直しの時点では存在せず、将来的に新たに生まれる技術を含め、目的達

成のために相当な手段を許容する規制環境を整備するという視点も重要であり、こうした規定の

仕方を「技術中立的」としています。 

技術中立的な規定ぶりとしては、①アナログ的な手法とデジタル技術を活用した手法の双方を

選択可能とするものと、②特定のデジタル技術ではなく様々なデジタル技術の活用を許容するも

のとに大別されます。 

前者については、例えば、目視規制を定める条文の見直しにおいて、点検等の方法について、

「目視又はこれと同等以上の方法その他適切な方法」と規定することによって、目視というアナ
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ログ的な手法だけでなくデジタル的な手法のどちらも選択可能であると解釈することも可能です

（この場合、「これと同等以上の方法その他適切な方法」の中にデジタル的な手法が含まれると

整理しています。）。 

後者については、例えば、書面掲示規制の見直しにおいて、「インターネットの利用その他の

適切な方法」という規定ぶりとすることで、インターネットに限らず、それ以外のデジタル技術

の活用も選択可能であると解釈することも可能です。また、対面講習規制の見直しにおいて、解

釈を明確化する通知の記載を「オンライン会議システム等のデジタル技術の活用を可能とする」

などの記載ぶりとすることも同様の例となります。 

このように、技術中立的な規定ぶりにすることで、日々技術が進歩し多様な手段が選択可能に

なっていく中で、将来的に技術や手段が変化するたびに条例等を改正する必要がなくなり、技術

の進展に柔軟に対応できるようになると考えられます。他方で、規制の名宛人や事務を行う現場

の職員の視点に立つと、具体的にどのような方法あるいは技術を使用できるのかが分かりづらい

場合があり得る点には留意が必要です。 

 

⑤ 検討時の論点例３：「アナログ的手段」の取扱い 

アナログ規制の見直しの取組におけるよくある誤解の一つとして、「あらゆる事務について完

全にデジタル的な手段に代替する必要があるのか」、「アナログ的な手段の方が適している事務

もあるにもかかわらずそうした視点を無視するような取組は理解を得られないのではないか」と

いうものがあります。前述のとおり、アナログ規制の見直しの目的は、デジタル化自体ではなく、

あくまで利用者の利便性向上や生産性の向上、人手不足の解消などを図ることにあります。その

見直しの内容としては、デジタル技術の活用をいかなる場合にも義務づけるものである必要はな

く、各団体の実情や規制の趣旨・目的などに応じて柔軟にデジタル技術の活用を推進するもので

あり、必要に応じてアナログ的な手段を存置するという結論もあり得るものです。 

こうした観点から、見直し事例を大きく分類すると、①デジタル的手段のみを規定したもの、

②デジタル的手段を原則としつつ、例外的にアナログ的手段を想定したもの、③デジタル的手段

とアナログ的手段を併存させるもの、などが考えられます。 

こうした視点は、いわゆるデジタルデバイド対策や零細事業者等保護の観点からも必要となる

場合があります。最近では、高齢者など相対的にデジタル技術に不慣れとされる世代の方々にも

様々なデジタル技術が日常的に活用されており、今後こうした傾向がさらに進展することを考慮

すれば、どの程度アナログ的な手段を残すべきであるかという点については、地域の実情や、導

入を想定するデジタル技術がどの程度一般的なものであるかなども踏まえながら適切に検討する

必要があります。 
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＜例＞①デジタル的手段のみを規定した見直し事例 

国が法人に対して求めている情報の公表について、書類を事務所に備えて一般の閲覧に供

するとしていたところ、インターネットを利用して一般の閲覧に供する方法により公表する

形で見直した例があります。 

改正前 改正後 

（情報の公表） 

第○条 法人は、毎事業年度、○○業務に関し、次

に掲げる事項を公表しなければならない。 

一～二 （略） 

２ 前項に規定する事項（以下この条において「公

表事項」という。）の公表は、公表事項を記載し

た書類を法人の事務所に備えて一般の閲覧に供す

る方法により、直近の事業年度に係る財務諸表に

ついて●●大臣の承認を受けた日から二月以内に

行うものとする。 

（情報の公表） 

第○条 法人は、毎事業年度、○○業務に関し、次

に掲げる事項を公表しなければならない。 

一～二 （略） 

２ 前項に規定する事項（以下この条において「公

表事項」という。）の公表は、公表事項を記載し

た書類をインターネットを利用して一般の閲覧に

供する方法により、直近の事業年度に係る財務諸

表について●●大臣の承認を受けた日から二月以

内に行うものとする。 

 

＜例＞②デジタル的手段を原則としつつ、例外的にアナログ的手段を想定した見直し事例 

国が民間機関に対して求めている標識の掲示について、デジタル的手段による掲示を原則

とする一方で、「事業の規模が著しく小さい場合」などデジタル的手段による対応が困難な

可能性のある小規模な機関に配慮した形で見直した例があります。 

改正前 改正後 

（標識の掲示） 

第○条 ○○機関は、営業所ごとに、公衆の見やす

い場所に、主務省令で定める様式の標識を掲示し

なければならない。 

（標識の掲示等） 

第○条 ○○機関は、主務省令で定める様式の標識

について、営業所ごとに公衆の見やすい場所に掲

示するとともに、その事業の規模が著しく小さい

場合その他の主務省令で定める場合を除き、主務

省令で定めるところにより、電気通信回線に接続

して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信さ

れることを目的として公衆からの求めに応じ自動

的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に

該当するものを除く。次項において同じ。）によ

り公衆の閲覧に供しなければならない。 
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＜例＞③デジタル的手段とアナログ的手段を併存させる見直し事例 

国の基準に基づき地方公共団体が条例で定める標識の掲示について、従来と同様の手段に

よる掲示を行うとともに、デジタル的手段による掲示を求めることとし、デジタル的手段と

アナログ的手段を併存させる形で見直した例があります。 

改正前 改正後 

（標識の掲示等） 

第○条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保

育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員

の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の

特定教育・保育施設の選択に資すると認められる

重要事項を掲示しなければならない。 

（標識の掲示） 

第○条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保

育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員

の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の

特定教育・保育施設の選択に資すると認められる

重要事項を掲示するとともに、電気通信回線に接

続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信

されることを目的として公衆からの求めに応じ自

動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送

に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供

しなければならない。 

 

また、地方公共団体が定める「公告式条例」における条例の公布について、従前どおり役

所前掲示場に掲示して行うことに加えてウェブサイトに掲載することとし、デジタル的手段

とアナログ的手段を併存させる形で見直した例があります。 

改正前 改正後 

（条例の公布） 

第○条 条例を公布しようとするときは、公布の旨

の前文及び年月日を記入してその末尾に、市長が

これに署名しなければならない。 

2 条例の公布は、次の掲示場に掲示して、これを

行う。 

(1) 市役所前 

(2) 市役所○○支所前 

(3) 市役所△△支所前 

(4) 市役所□□支所前 

（条例の公布） 

第○条 条例を公布しようとするときは、公布の旨

の前文及び年月日を記入してその末尾に、市長が

これに署名しなければならない。 

2 条例の公布は、次に掲げる方法により、これを

行う。 

(1) 市のウェブサイトに掲載する方法 

(2) 市役所前の掲示場に掲示する方法 

 

⑥ 検討時の論点例４：プライバシー等への配慮 

アナログ規制のうち往訪閲覧・縦覧規制及び書面掲示規制は、行政機関等に対し、保有してい

る情報を公衆等の閲覧に供すること又は特定の場所に掲示すること等を義務付けるものです。往

訪閲覧・縦覧規制及び書面掲示規制のうち情報へのアクセスに関しアナログ的な手段（例：書面

での閲覧など）が規定されているもの等について、必要な人が必要な情報をいつでもどこでも確

認できるインターネットでの閲覧や公示を可能とするように見直すことで、行政機関等への往訪
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等による住民や事業者の所要時間を縮減したり、負担を軽減したりすることができます。 

他方で、往訪閲覧・縦覧規制のうち一部の規制については、機微な情報（個人の氏名、住所等）

が含まれる場合もあり、また、デジタルでの閲覧は、「加工・複写が容易であるため情報が目的

を逸脱して加工・流用されやすい」、「伝達が容易であるため、情報の拡散が速く広範囲におよ

びやすい」、「一度拡散すると情報を完全に削除することが難しい」等という特徴があります。

また、書面掲示規制においても、インターネット等で掲示する場合には、従来の書面での掲示に

比べ検索性が一定程度増すことにつながり、閲覧の場合と同様の特徴があります。このため、情

報の閲覧や掲示について、デジタル手段を可能とする見直しを行う際には、情報セキュリティ確

保の徹底を含め、個人のプライバシー保護のための措置が必要になります。 

国では、プライバシーへの配慮が必要と指摘される規制の見直しに当たっては、当該規制の趣

旨・目的に即したデジタル技術の活用が図られるようにするべく、閲覧に供する情報の内容や当

該情報提供制度が持つ公益性、閲覧対象者の範囲、情報に係る特定の個人の社会的地位、情報の

閲覧により生ずる具体的なリスクの内容・程度、当該リスクに関する他の法令の規定等によるリ

スク軽減措置の内容など、情報を閲覧させることによって得られる利益とプライバシーの保護の

必要性とを比較衡量した上で、必要な情報が、利用が認められるべき者に、適切に提供されるこ

ととなるよう、適切な規律を設けることとしています。 

なお、書面掲示規制のうちプライバシーへの配慮が必要と指摘されるものとして「公示送達」

がありますが、国の見直しにおいては、民事訴訟法の改正（民事訴訟法等の一部を改正する法律

（令和４年法律第48号））に倣い、①従来の掲示板等への書面の掲示による方法又は行政機関等

に設置した端末で閲覧する方法に加え、②インターネット等への情報掲載による方法でも実施す

ることとしています（①②のいずれか一方ではなく、①②双方により行うこととするもので

す。）。「公示送達」については、そもそも個別の規定において公示送達を実施するための要件

として「送達を受けるべき者の住所が不明であること」等が規定されているところ、国において

は、各府省庁において以下①～④のような観点から検討することとしており、地方公共団体にお

いても、必要に応じてこれらも参考に適切にご判断ください（国の法令等に基づく公示送達の多

くは工程表において「令和８年５月（可能な限り早期の完了を目指す）」とされています。）。 

① 従来の書面での掲示による方法に加えて、インターネット等への情報掲載による方法が加

えられることから、公示送達の実施の要否判断に際しては、その要件が満たされているかの

判断を従前と比べてより一層慎重・丁寧に行う必要があること。 

② 公示送達制度の根拠となる個別法の趣旨及び規定を踏まえ、必要に応じて、公示事項の見

直しの検討を行うこと。 

③ 公示事項の掲載が必要な期間を超えて行われることがないよう、公示期間が経過した時点

で公示を終了するような運用を徹底することや、送達を受けるべき者が送達すべき書類を受

領した場合等にはその公示を終了することを検討すること。 
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④ インターネット上の機械的な情報収集手法により、公示事項が検索・収集されることへの

対策として、例えば、公示送達に係る情報を画像化した上でウェブサイト上に掲載する措置、

ウェブサイト上にロボッツテキスト（robots.txt）を配置するなどしてインターネット上の

機械的な情報収集手段を拒否する意思を表示する措置、公示事項を閲覧しようとする者に対

してCAPTCHA（ロボットでないことの確認等）を実施することでクローリング及びウェブ

スクレイピングへの対策をする措置などを検討すること。また、クローリングやウェブスク

レイピング等の禁止事項等をウェブサイトに記載し、その内容に同意した後に公示事項を掲

載しているウェブページに遷移する措置を講じることも検討すること。 
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⑦ 検討時の論点例５：「できる規定」等の考え方 

「○○することができる」等と定める規定（いわゆる「できる規定」）となっている規制につ

いて、アナログ規制の見直しを行う必要があるかどうかの判断に迷うとのご質問を多くいただく

ため、国における考え方をご参考までに紹介します。 

「できる規定」とは、例えば「○○することができる」などと規定している場合の「○○」を

行うか否かについて、裁量を与える趣旨の規定です。他方で、「できる規定」は「○○」を実施

する際の方法等について、特段言及するものではなく、実施権者が「〇〇」を実施することを選

択した場合に、アナログ手段とデジタル手段のいずれを用いるべきなのかは必ずしも明らかでは

ありません。例えば、「○○大臣は…（中略）…実地に▲▲録その他の帳簿書類を検査させるこ

とができる。」という規制があった場合に、この検査について、アナログ手段を用いた「検査」

なのか、デジタル手段を用いた「検査」なのかについては規定されていません。こうした「でき

る規定」の見直しの考え方について、国の見直しにおいては、規制区分ごとにPHASEの整理の仕

方が異なること等から、規制区分に応じて見直しの要否判断を整理しました（下表参照）。 

 規制区分 国における整理 

① 目視規制、実地監査規制、定期検査・点検規制、対

面講習規制、書面掲示規制、往訪閲覧・縦覧規制 

「できる規定」であることは見直し要否の判

断に影響しない 

② 常駐・専任規制 「できる規定」であることが見直し要否の判

断に影響する 

 

①の各規制区分については、国の見直しの考え方においては、PHASE２又はPHASE３を達成す

るためには、（「できる規定」であるか否かにかかわらず）デジタル技術の活用が可能である旨

を明確化する必要があることから、「できる規定」であるか否かは見直しの要否の判断に影響し

ないと国では整理しました。例えば、前述の「○○大臣は…（中略）…実地に▲▲録その他の帳

簿書類を検査させることができる。」と同様の規定があった規制について、関連施行規則を改正

し、「電子的方法、磁気的方法その他の方法により当該書類に記載すべきこととされている事項

を記録したディスクその他これに準ずるものを提出することによって行う」ことを明記したとい

う見直し事例があります。 

他方で、②常駐・専任規制については、当該規制区分が「常駐・専任義務を課す」法令を対象

としているところ、「～を専任させることができる」などの「できる規定」となっている場合、

常駐あるいは専任義務それ自体の判断について、実施権者に裁量が認められると考えられます。

そのため、常駐・専任規制における「できる規定」については、見直しの方針を決定する際に、

常駐・専任義務が課されていない、または一部緩和なされた状態であると評価され、見直しは不

要としています。したがって、②常駐・専任規制については「できる規定」であるか否かが、見

直しの要否の判断に影響するものと整理しています。 

なお、以上の議論は「○○するよう努めなければならない。」等と定める規定（いわゆる「努
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力義務規定」）についても基本的には同様に当てはまるものと考えられます。 

地方公共団体においてもこうした国における考え方等を参考に検討することが重要です。 

 

⑧ テクノロジーマップ、技術カタログ 

デジタル庁では、規制所管府省庁や地方公共団体等が技術動向を踏まえて自律的にデジタル実

装や規制の見直しを推進していけるよう、「テクノロジーマップ」及び「技術カタログ」の整備

に取り組んでいます。 

「テクノロジーマップ」は、規制の目的・種類と活用可能なデジタル技術の対応関係を整理し

たもので、令和５年10月に初版を公表し、現在も新機能の追加等を進めています。また、「技術

カタログ」は、テクノロジーマップに紐づいた個別具体の製品やサービス情報を収載したもので、

具体的な製品を検索・確認することができます。特に、テクノロジーマップは、各規制に対して

のどのような技術が活用できるのかを整理・可視化しており、活用可能な技術が一見して分かる

ため、見直しの方向性の検討の際はもちろん、技術カタログと併せて活用することで実装に向け

た具体的な技術の探索に活用いただくことが可能です。 

これらの技術情報はデジタル庁ウェブサイトにおいて公開しており、利用に当たっての参考と

なるよう、関連資料も併せて掲載しています。テクノロジーマップの縦軸は、工程表の条項を基

に、より詳細な分類を行っているため、代表的なアナログ規制７項目等の規制区分とは直接紐づ

いたものとなっていませんが、テクノロジーマップの利用の際には、ウェブサイト上に「テクノ

ロジーマップ概要」や、「規制所管省庁等向けテクノロジーマップ利用の手引き」「テクノロ

ジーマップ検索の使い方」を合わせて提供していますので、こちらも参照してください 。 

 

  

https://www.digital.go.jp/experimental/technology-map/
https://www.digital.go.jp/experimental/technology-map/catalog/
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（５）Step５：見直しの実施 

No. 参照情報・参照資料等 

① 見直しの方法の選択の考え方 

② アナログ規制の見直しの実例 

③ 地方公共団体における技術の導入実例 

 

① 見直しの方法の選択の考え方 

前述のとおり、アナログ規制の見直しの方法は、条例等に存在するアナログ規制に係る部分を

改正することだけではありません。地方公共団体におけるアナログ規制の見直しの方法は、大別

すると、「個別条例等の条文の改正を行うもの（「条文の改正」）」と「個別条例等の条文の改

正を行わないもの」とに分けることができます。加えて、その他の手法として、「通則条例によ

る改正」があります。地方公共団体の見直しに際しては、それぞれの手法の特徴や効果、留意点

等を踏まえながら、各団体の判断において見直し方法を選択する必要があります。 

大分類 中分類 

個別条例等の条文の改正を行うもの 

（「条文の改正」） 

個別改正 

一括（束ね）改正 

個別条例等の条文の改正を行わない

もの 

解釈の明確化（通知等の発出やHPでの周知等） 

運用の変更 

その他 通則条例の制定または改正（既存条項の読み替え） 

 

Ⅰ 個別条例等の条文の改正を行うものと改正を行わないものの考え方 

見直しが必要であると判断した規制について、当該規定がアナログ的な手段に限定する規定ぶ

りになっている場合には、デジタル技術の活用を許容していると判断して「解釈の明確化」や

「運用の変更」により見直そうとすることは、法文の解釈の限界を超えるおそれがあります。し

たがって、このような場合、デジタル技術の活用を許容するためには、個別の条例等の「条文の

改正」を行うことを選択することとなります。他方で、当該規定がアナログ的な手段に限定しな

い規定ぶりとなっている場合には、「解釈の明確化」や「運用の変更」による見直しを行うこと

が可能な場合も多くあると考えられます。アナログ的な手段に限定しない規定ぶりの例として、

「○○その他適切な方法…」などが挙げられます。このような場合、当該規制の趣旨・目的等に

照らして「その他適切な方法」にデジタル技術を活用した方法が含まれる（つまり、デジタル技

術の活用が許容される）と解釈できる余地があり、「条文の改正」を行わずとも見直すことが可

能な場合もあると考えられます。 

ただし、「条文の改正」を行わずに見直しが可能である場合であっても、あえて規定の改正を

行うことが望ましいと考えられる場合もあります。例えば、「○○その他適切な方法」との規定
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について、「○○」の部分でアナログ的な手段が記載されている場合、行政内部の前例踏襲ある

いは慣習等により実運用においてアナログ的な手段に限定されてしまうことも考えられます。ま

た、例えば、「解釈の明確化」や「運用の変更」により見直した場合、人事異動等により担当者

が替わったときに、見直し内容が適切に引き継がれないおそれもあることから、条例等の条文の

改正を行うことで、デジタル技術が活用できる旨を条文上明確にしておく方が望ましいという考

え方もあります。この点については、規制の名宛人が行政機関である場合に限らず住民や事業者

の場合であっても、条例等を改正することで技術の活用が可能であることが規制の名宛人に対し

て分かりやすくなるというメリットがあります。さらに、特に、住民の生命、身体、財産等に及

ぼす影響が大きく、あるいはその蓋然性が高いと考えられる規制については、デジタル技術を活

用できる旨の「解釈の明確化」による対応が法技術上は可能であったとしても、議会の議決（＝

民主的プロセス）を経る方法、すなわち条例改正を行う方法を検討することが望ましい場合もあ

り得ます。 

 

Ⅱ 個別条例等の「条文の改正」を行う場合の方法 

個別条例等の「条文の改正」を行う場合の方法については、①それぞれを別個の改正条例案と

して改正を行うもの（個別改正）と、②アナログ規制の見直しの観点から複数の条例等を束ねて

一本の改正条例案（以下「一括条例」という。）として改正を行うもの（一括改正）とに大別さ

れます。 

一括条例による一括改正には、改正事務の観点からは、「アナログ規制の見直し」という共通

する改正動機の下、複数の改正条例案を１つの議案として提案することで、議会説明を効率的か

つ充実して行うことが可能になることや、法規担当部門による審査の際に改正後条文の規定ぶり

等の統一化がしやすくなること等のメリットがあります。一方で、全庁的な調整が必要となるこ

とから検討時間の確保等には留意する必要があります。 

個別改正の場合は、議案の数は多くなるものの、規制所管部門ごとの検討の進捗に応じて対応

できるため庁全体として段階的に取組が進められることや、「アナログ規制の見直し」という改

正動機は同じであるものの規制内容や運用面等に差異がある場合、個別改正することで議会説明

等を規制に最も精通する各規制所管課で行うことができるというメリットがあると考えられます。 

推進部門においては、取組の進捗状況等を踏まえつつ、法規担当部門とも密に連携しながら改

正方法を検討することが重要です。 

 

Ⅲ 「解釈の明確化」のための通知の発出等の必要性 

「個別条例等の改正を行わない」形で見直しを行う際には、必要に応じて通知の発出等を通じ

て、その規制の「解釈の明確化」を図る必要がある場合があります。この点、国の見直しにおい

ては、「目視等」などの条文上はデジタル技術の活用も許容されうるものの、それが不明確な条

項については、基本的には、関係者への通知等の改正・発出やホームページへの掲載等により
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「解釈を明確化」することと整理しました。地方公共団体の見直しにおいて、常に国と同様の対

応が必要であるわけではないと考えられますが、規制の趣旨・目的、規制の名宛人（規制対象者

が事業者なのか地方公共団体なのか等）や、各団体の実情など様々な事情を総合的に考慮して、

「解釈の明確化」をどの程度・どのような方法（通知等の発出やホームページへの掲載や、関係

者（関係団体）への説明会の開催等）で行うべきか適切に判断する必要があります。 

なお、地方公共団体（都道府県）において規制の名宛人に対して通知を発出し、「解釈を明確

化」した事例として以下例１のような事例が、また、通知の発出等による「解釈の明確化」を行

わず「運用の変更」のみ実施した事例として以下例２のような事例があります（このほか、参考

資料１の「アナログ規制見直し用例集」にも用例を掲載していますので参照してください。）。 

 

＜例１：「解釈の明確化」事例＞補助金交付事務における立入検査 

地方公共団体において、関係機関に対し事務連絡を発出し、検査において現地での目視

に限らず、オンライン会議システム等のデジタル技術を活用することやドローン等による

確認のほか、事前の情報収集をメールで実施することを許容する等、デジタル技術を活用

した多様な手段を許容している旨を明確化。 

 

＜例２：「運用の変更」事例＞ボランティア登録時の研修 

ボランティア登録時に受講することとしている研修について、要綱・要領において研修

の形式までは指定していないことから、現行規定を維持したままオンライン化が可能と整

理し、運用の変更のみを実施。 

 

Ⅳ 通則条例による見直し 

通則条例とは、「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例」（以下「デジタル手続

条例」という。）のように、申請等のうち書面等により行うことなどが規定されている個別の条

例等の規定にかかわらず、オンラインによる申請等を可能とするための特例規定を設ける条例の

ことをいいます。 

例えば、通則条例によりアナログ規制を見直した一例として、福岡市の事例があります。福岡

市では、まず、オンライン申請を推進するため令和３年６月に国の「情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律」（以下「デジタル行政推進法」という。）を参考に「福岡市情報通信

技術を活用した行政の推進に関する条例」（通則条例）を制定し、さらに、書面掲示規制に対応

した国のデジタル社会推進基本法改正の動きにあわせ、同条例を令和５年９月に改正することで

書面掲示規制に対応しました（実際の改正内容についてはP.66参照）。デジタル行政推進法は、

「申請等」（同法第３条第８号）、「処分通知等」（同条第９号）、「縦覧等」（同条第10号）、

「作成等」（同条第11号）（これら４つの手続きを総称して「手続等」という（同条第12号））
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のうち、法令により書面等により行うことその他の方法が規定されているものについて、オンラ

インにより行うことを可能にするところ（デジタル行政推進法第６条～第９条）、国のアナログ

規制の見直しにおいて、デジタル行政推進法上の「手続等」に関連する往訪閲覧・縦覧規制及び

FD等記録媒体規制については、デジタル行政推進法の適用範囲を拡大することにより見直しを

行ったものもあります。 

なお、デジタル行政推進法は、行政手続（申請等、処分通知等、縦覧等及び作成等）以外のア

ナログ規制の規制区分をその適用対象から除外していますが、これは主に、①アナログ規制の見

直しにおいては、法律改正を要することなく、政省令の改正又は通知等の発出により、PHASE３

又はPHASE２を達成する規制が大半であったこと、②往訪閲覧・縦覧規制等、法令上書面による

こととされている手続の中には、デジタル行政推進法等を適用させることにより、法令を改正せ

ずともPHASE３又はPHASE２を達成することが可能な規制が数多く存在した一方で、他の各規制

区分については、その内容が多種多様であり、見直後PHASEや見直し時期等について、各規制条

項や実務上の影響等に応じて、各規制所管省庁と協議し個別に対応する必要があったこと等によ

るものです。 

 

ⅰ デジタル手続条例とデジタル行政推進法との関係 

デジタル行政推進法は、地方公共団体に対して、条例又は規則に基づく手続について、法令に

基づく手続等に準じて電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法に

より行うことができるようにするため、必要な施策を講ずる努力義務を課しています（デジタル

行政推進法第13条第1項）。「必要な施策」とは、基本的にはデジタル手続条例の制定（なお、

既にデジタル手続条例を制定している地方公共団体においては、その改正の検討）が想定されて

います。また、デジタル手続条例の内容については、基本的にはデジタル行政推進法と同内容の

ものが想定されています。もっとも、デジタル行政推進法の趣旨に反しない範囲で、各地方公共

団体独自の創意工夫を行う余地は否定されないと考えられます。 

 

ⅱ 通則条例による見直しのメリット・考慮事項 

通則条例による見直しのメリットとしては、アナログ規制に係る個別の条例等の規定の改正を

行わずに、通則条例の対象範囲に含まれる規制（手続き）について、オンライン等によることを

通則的に可能にできる点にあり、実際多くの地方公共団体で同趣旨の条例が制定されています。 

他方で、個別の条例等の規定は従前のままであることから、住民や事業者、さらには事務を担

当する地方公共団体職員が個別の条例等の規定を見た場合に、当該規定がデジタル技術の活用が

可能となっている点が条文上一見して明らかでないという点が挙げられます。また、アナログ規

制に係る条例等の規定のすべてについて、通則条例で定める方法により一律にデジタル的手段を

可とすることは実務上困難な場合もあると考えられます。このような場合は、条例等の規定を個

別に改正すること等により、柔軟に対応すべきケースがありことにも留意する必要があります。 
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通則条例により見直しを行うか否かの判断に当たっては、メリットだけでなく、上記留意点、

当該見直し対象条項の内容・性質や、実務上の影響等を総合的に考慮して各団体において判断す

ることが重要です。 

 

＜コラム＞「インターネット」等を示す規定ぶり 

書面掲示規制や往訪閲覧・縦覧規制の見直しに係る見直しに際しては、インターネットやデジ

タルサイネージを活用した公表や閲覧・縦覧を可能にする場合が多いと考えられます。こうした

技術を想定した規定ぶりについて、国の見直しにおける考え方の一部を整理しましたので、ご参

考までに紹介します。なお、あくまで国の法令等の見直しを効率的に行うことができるようにモ

デル的に整理した内容であり、以下の整理があらゆる規制に当てはまるわけではありません。 

規定ぶり 考え方等 

「インターネット」

と「自動公衆送信」 

「一括法」による改正では、単に「インターネットを利用して」

という規定ぶりとすると、限定されたユーザーのみがアクセス可能

な手段（例：アカウント等の作成が必要なSNS等）を含め、イン

ターネットを利用していればどのような手段でも認められることと

なり、罰則の基準として不明確な規定になりかねないといった問題

意識から、情報の双方向性が想定される「電気通信回線に接続して

行う自動公衆送信（中略）により公衆の閲覧に供しなければならな

い」等と規定した主務省令のモデルを作成しました。そのうえで、

主務省令においてその具体的な方法を規定することとしました。 

「ホームページ」と

「ウェブサイト」 

インターネットにおける具体的な公表方法として考えられる、

「ホームページ」と「ウェブサイト」は、いずれも階層構造を持つ

ウェブページの集合体を指す概念ではありますが、法律において

「ウェブサイト」としている用例が存在したことから、「ウェブサ

イト」との規定を用いることと整理しました。 

なお、デジタル庁が把握している地方公共団体の条例等における

用例としては、地方公共団体が運営するサイトを「ホームペー

ジ」、事業者等が運営するサイトを「ウェブサイト」と規定する傾

向がありましたが、独自の使い分けをしている団体もあります。 

（参考）「電子計算機の映像面に表示」 

行政機関等が保有する情報等を閲覧・縦覧させる際に、デジタルサイネージや役所等の事務所

に備え置かれている電子計算機などパソコン等のディスプレイに映像で表示させる手段を可能に

する見直しを行う場合、「電子計算機の映像面に表示」したものを閲覧するという規定ぶりが用

いられることがあります。インターネット等よりも閲覧可能な日時・場所は限定的ですが、こう

した見直し事例も参考に、最も適当な油断を想定しながら見直し内容を検討してください。 
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② アナログ規制の見直しの実例 

国の法令等や全国の地方公共団体の条例等において、デジタル化の観点から見直しの対応が

された実例について、代表的な例を紹介します。なお、いずれの事例も、見直しが行われた時

点の情報を掲載しているものですので、条文や通知・通達等の内容は必ずしも最新のものでは

ない点に十分留意してください。 

 

Ⅰ 国において法令等の改正により見直しを行った例 

＜自動車運転代行業者に係る標識のインターネット掲載＞ 

自動車運転代行業者については、これまで営業所において認定証を掲示することが義務付

けられていましたが、一括法による改正により、都道府県公安委員会による認定を受けてい

る旨を営業所で掲示することに加えて、インターネットを利用して標識を掲載することを新

たに義務付けた事例です。 

 

  

規制 種別 名称 規定（抜粋） 

書面掲示 法律 自動車運転代行業の

業務の適正化に関す

る法律 

（標識の掲示等） 

第６条 自動車運転代行業者は、認定を受けたことを示

す国家公安委員会規則で定める様式の標識について、

主たる営業所の見やすい場所に掲示するとともに、そ

の事業の規模が著しく小さい場合その他の国家公安委

員会規則・国土交通省令で定める場合を除き、国家公

安委員会規則で定めるところにより、電気通信回線に

接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信さ

れることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に

送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当する

ものを除く。以下同じ。）により公衆の閲覧に供しな

ければならない。 

２ 自動車運転代行業者以外の者は、前項の標識又はこ

れに類似する標識を掲示し、又は電気通信回線に接続

して行う自動公衆送信により公衆の閲覧に供してはな

らない。 
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Ⅱ 国において通知・通達の発出により見直し・解釈の明確化を図った例 

＜水道施設の巡視における新技術の活用＞ 

水道施設を維持及び修繕するための巡視について、これまでは人が現地に赴き目視で実施して

きたところ、通知の発出により、目視と同等又はそれ以上に水道施設の状態を把握することが可

能なドローンや遠隔操作型無人潜水機等の新技術の積極的な活用を促進することで、インフラ管

理の効率化及び安全性の向上を図った事例です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規制 種別 名称 規定（抜粋） 

目視 通知 水道法施行規則の一

部改正について（水

道施設の維持及び修

繕関係（令和５年３

月22日薬生水発0320

第１号） 

第３ 新技術の活用について 

第17条の２第１項第1号における巡視については、現場

へ赴く巡視はもとより、それと同等以上の状態把握がで

きる方法による遠隔での確認行為も巡視にあたる。 

また、遠隔による巡視や目視と同等以上の方法による点

検にあたっては、水道施設を良好な状態に保てることを

前提として、人による評価や判定の全部又は一部の代わ

りにAI等の新技術を用いて、評価や判定の精緻化、自動

化・無人化を行うことが期待できる。こうしたことを踏

まえ、点検（調査・診断）を含む維持・修繕の実施に際

しては、効率性や客観性を重視し、新技術の活用を積極

的に検討することが望ましい。特に、無人航空機（ド

ローン）や遠隔操作型無人潜水機（ROV）の映像など、目

視点検の代替となり得る測量調査技術が目覚ましい発展

を見せており、積極的に活用することが望まれる。 
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＜産業廃棄物処理施設における技術管理者及び産業廃棄物処理責任者の遠隔での職務実施＞ 

廃棄物処理施設において技術管理者及び産業廃棄物処理責任者が常駐することを求める規制に

ついて、通知を発出し、廃棄物処理施設の適正な管理に支障がないような措置を講ずる等の条件

の下で、情報通信機器を用いて遠隔で職務を行うことを可能とし、業務の効率化・安全性の向上、

働き方の選択肢の拡大を図った事例です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規制 種別 名称 規定（抜粋） 

常駐・専任 通知 デジタル原則を踏ま

えた廃棄物の処理及

び清掃に関する法律

等の適用に係る解釈

の明確化等について

（通知）（令和５年

３月31日環循適発第

23033125号/環循規発

第23033110号） 

第３ 技術管理者及び廃棄物処理責任者の職務の実施につ

いて 

（略）「産業廃棄物処理対策の強化について」（平成２

年４月26日付け衛産31号厚生省生活衛生局水道環境部長

通知）の一部を次のように改正する。（略） 

改正後 改正前 

４ 産業廃棄物処理施設

に関する監視指導の強

化について 

⑴ （略） 

⑵ （略）また、技術管理

者を置かなければなら

ない施設以外の施設で

あつても、維持管理に

関する技術上の業務を

担当すべき者を置き、

その者が搬入物管理を

行うよう指導するこ

と。 

 なお、技術管理者の職

務は、情報通信機器を

用いて遠隔で実施する

こととして差し支えな

いが、廃棄物処理施設

の適正な管理に支障が

ないような措置を講ず

るなどその職務の遂行

の徹底を期すこと。 

⑶・⑷ （略） 

４ 産業廃棄物処理施設

に関する監視指導の強

化について 

⑴ （略） 

⑵ （略）また、技術管

理者を置かなければな

らない施設以外の施設

であつても、維持管理

に関する技術上の業務

を担当すべき者を常駐

させ、その者が搬入物

管理を行うよう指導す

ること。 

 なお、技術管理者を

置かなければならない

施設には、専従の技術

管理者が常駐している

ことが必要であり、そ

の徹底を期すこと。 

 

 

 

⑶・⑷ （略） 
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Ⅲ 国の規制の見直しを踏まえて地方公共団体において条例改正等を行った例 

＜普通救急救命講習等のオンライン化（福岡県苅田町）＞ 

「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱の一部改正について」（令和４年３月31日

付け消防救第105号）において、各種講習における座学部分について「e-ラーニングのほか、オ

ンラインによる双方向のLIVE講習の活用を可能」とされたことを踏まえ、町の実施要綱に反映し

た事例です。受講者からは、「時間の制約なく受講ができるため、大変便利であり有難い。」と

の声もあり、更なる受講者の拡大に向けて取り組みを進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

規制 種別 名称 改正後 

対面講習 消防本部

告示 

苅田町応急手当普及

啓発活動の推進に関

する実施要綱 

別表第１(第４条関係) 

普通救命講習Ⅰ 

備考 

１ （略） 

２ （略） 

３ 座学部分については、e-ラーニングや、オンライン

による双方向のLIVE講習(以下「オンライン講習」とい

う。)の活用を可能とする。e-ラーニングやオンライン

講習による心肺蘇生法の座学講習(60分相当)を受講し

た場合、概ね1ヶ月以内に、対面による実技講習等(120

分)を受講することで、修了証を交付することができ

る。 

４ （略） 
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＜造林補助事業竣工検査の省略（北海道湧別町）＞ 

「造林補助事業竣工検査内規例について」（令和２年３月31日付け元林整整第1121号林野庁森

林整備部整備課長通知）の一部改正に伴い、ドローン等で撮影したオルソ画像等で施業の実施状

況が確認できる場合には、現地検査を省略できることとなったことに対応し、町で定める訓令を

改正した事例です。 

規制 種別 名称 規定（抜粋） 

目視、 

実地監査 

訓令 湧別町民有林整備事

業竣工検査要領 

(検査の区分及び現地検査の省略等) 

第４条 検査は、書類検査及び現地検査とし、申請の

あった要綱第２条に規定する事業内容ごとの施業地１

箇所ごとに、原則として行うものとする。 

２ UVA(ドローン等の無人航空機)で撮影したオルソ画像

等が添付された申請があった場合は、当該オルソ画像

等で現地の状況を確認することとし、現地検査を省略

することができるものとする。 

 

Ⅳ 地方公共団体において独自に定めている条例等について見直しを行った例 

＜施設の管理者のインターネットを利用した公募（神奈川県横須賀市）＞ 

公募に当たっての公表事項を定める「公募をするときは、次に掲げる事項を公表するものとす

る。」という規定について、一律に「インターネットを利用した閲覧」という文言を加えること

とした事例です。 

※本事例は、指定管理者制度を導入するに当たり、指定管理者の公募に関する情報を広く周知することを目的に

規定したものですが、アナログ規制の見直しの参考にもなるものです。 

規制 種別 名称 規定（抜粋） 

書面掲示 規則 健康増進センター条

例施行規則 

(公募) 

第１条 市長は、健康増進センター条例(平成12年横須賀

市条例第65号。以下「条例」という。)第５条に規定す

る公募をするときは、次に掲げる事項を公表するもの

とする。 

(1) 管理を行わせる施設の名称及び所在地 

(2) 条例第７条の規定により市長が指定するもの(以

下「指定管理者」という。)が行う管理の基準及び

業務の範囲 

(3) 申請者の資格要件 

(4) 指定期間 

(5) 申請方法 

(6) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定による公表は、横須賀市報への掲載、広

報紙への掲載及びインターネットを利用した閲覧の方

法により行うものとする。 
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＜介護サービス相談員のオンラインでの相談実施（北海道厚岸町）＞ 

新型コロナウイルス感染症の影響で、介護サービス相談員が、介護サービス施設・事業所に出

向くことが困難になっていることを踏まえ、町の実施要綱の改正を行ったものです。本事例は、

コロナ禍等を契機として、オンラインの手法を試行的に導入した結果、デジタル化による技術代

替を実現した事例です。 

規制 種別 名称 規定（抜粋） 

常駐・専

任 

訓令 厚岸町介護サービス

相談員派遣事業実施

要綱 

(電話又はオンライン会議システムによる面談の特例) 

第５条の２ 町長がやむを得ない理由があると認める場合

は、前条第１項の規定にかかわらず、介護相談員は、電話

又は映像及び音声を共有して相手の状態を相互に認識しな

がら適切に意思表示を行うことができるオンライン会議シ

ステムを使用する方法により、同項の訪問に代えることが

できる。 
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Ⅴ 国の法令等を踏まえつつ、地方公共団体において独自に条例等の見直しを行った例 

＜指定障害者支援施設の重要事項のホームページにおける周知（岐阜県）＞ 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設

等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成18年厚生労働省令第172号）を参酌して定める条

例に、県独自に第3項の規定（ホームページへの掲載）を加えた事例です。厚生労働省令に基づき

掲示を求める他の条例についても同様の対応を行っており、県内の団体も追随しています。 

【参考】障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）（抄） 

（指定障害者支援施設等の基準） 

第四十四条 指定障害者支援施設等の設置者は、都道府県の条例で定める基準に従い、施

設障害福祉サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 指定障害者支援施設等の設置者は、都道府県の条例で定める指定障害者支援施設等の

設備及び運営に関する基準に従い、施設障害福祉サービスを提供しなければならない。 

３ 都道府県が前二項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚生労働

省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定め

る基準を参酌するものとする。 

一 施設障害福祉サービスに従事する従業者及びその員数 

二 指定障害者支援施設等に係る居室の床面積 

三 指定障害者支援施設等の運営に関する事項であって、障害者のサービスの適切な利

用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連するものとして厚生労

働省令で定めるもの 

 

規制 種別 名称 規定（抜粋） 

書面掲示 条例 岐阜県指定障害者支

援施設の人員、設備

及び運営等に関する

基準を定める条例 

（掲示等） 

第52条 指定障害者支援施設は、指定障害者支援施設の

見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体

制、前条の協力医療機関及び協力歯科医療機関その他

の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定障害者支援施設は、前項の重要事項を記載した

書面を当該指定障害者支援施設に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

同項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定障害者支援施設は、第一項の重要事項につい

て、当該指定障害者支援施設のホームページに掲載す

る等周知に努めなければならない。 
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Ⅵ デジタル手続条例（オンライン化条例）の改正により一括改正を行った事例 

＜デジタル手続条例（オンライン化条例）の改正による書面掲示規制の一括見直し（福岡市）＞ 

福岡市では、「福岡市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例」の改正により、書面

等で掲示することを定めている条例について、個別の条例を改正することなく、書面等による掲

示に加え、インターネットでの掲示を行うことを可能としています。 

国は令和５年３月の一括法において書面掲示に対応しましたが、福岡市の事例は個別の条例を

改正することなく包括的な改正を行ったものであり、具体的な条例改正の手法として参考となる

ものです。 

規制 種別 名称 規定（抜粋） 

書面掲示 条例 福岡市情報通信技術

を活用した行政の推

進に関する条例 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。 

(1）～（9） (略) 

(10) 掲示 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等を掲

示することをいう。 

(11) 公示通知 条例等の規定に基づき市の機関等が公示の

方法により通知をすることによって、当該通知が当該通

知の相手方に到達したものとみなされるものをいう。 

(12) 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等、作成等、掲示

又は公示通知をいう。 

(自動公衆送信等による掲示) 

第７条 掲示については、当該掲示に関する他の条例等の規定

にかかわらず、書面等を当該条例等の規定に規定する場所

において掲示するとともに、規則等で定めるところによ

り、当該書面等に記載された情報を電気通信回線に接続し

て行う自動公衆送信（括弧内略）により公衆の閲覧に供す

るものとする。 

（自動公衆送信等による公示通知） 

第８条 公示通知については、当該公示通知に関する他の条例

等の規定にかかわらず、当該条例等の規定において公示を

することが規定されている事項（以下この項において「公

示事項」という。）を、規則等で定めるところにより、電

気通信回線に接続して行う自動公衆送信により公衆の閲覧

に供するとともに、次の各号に掲げる措置のいずれかをと

ることによって行うものとする。 

(1) 公示事項が記載された書面を当該公示通知に関する他

の条例等の規定に規定する事務所の掲示場に掲示する措

置 

(2) 公示事項を当該公示通知に関する他の条例等の規定に

規定する事務所に設置した電子計算機の映像面に表示し

たものの閲覧をすることができる状態に置く措置 

２ 前項の規定により行われた公示通知については、当該公示

通知に関する他の条例等の規定により行われたものとみな

して、当該条例等その他の当該公示通知に関する条例等の

規定を適用する。 
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③ 地方公共団体におけるデジタル技術の導入実例 

地方公共団体において、アナログ規制の見直しを通じて実際にデジタル技術を導入し、活用

している代表的な実例を紹介します。 

 

Ⅰ 国の規制見直しを踏まえて地方公共団体において技術を実装した例 

＜道路橋の定期点検におけるドローンの活用（千葉県君津市）＞ 

千葉県君津市では、道路橋梁の定期点検を行う際、従来は近接目視により点検を行っていまし

た。平成31年２月の「道路橋定期点検要領」（国土交通省道路局）の改定により、従来の近接目

視に加え、それと同等の健全性の診断を行うことができると判断した他の方法による定期点検も

可能とされたことを受け、定期点検にドローンを導入しました。これにより、君津市では、点検

に係る委託費の削減や点検時間の短縮や、点検の際に行っていた交通規制が不要となることに伴

う住民の利便性の向上などの効果がありました。 

※市の条例等やマニュアル等の改正は行わず、運用を変更した事例です。 

 

 

 

 

 

名称 改定前 改定後（平成31年２月改正） 

道路橋定期

点 検 要 領

（国土交通

省道路局） 

１．～２．（略） 

３．定期点検の方法 

定期点検は、近接目視により行うこと

を基本とする。 

また、必要に応じて触診や打音等の非

破壊検査等を併用して行う。 

 

【補足】 

 定期点検では、基本として全ての部材

に近接して部材の状態を評価する。 

 近接目視とは、肉眼により部材の変状

等の状態を把握し評価が行える距離まで

接近して目視を行うことを想定してい

る。 

 近接目視による変状の把握には限界が

ある場合もあるため、必要に応じて触診

や打音検査を含む非破壊検査技術などを

適用することを検討しなければならな

い。なお、土中部等の部材については、

周辺の状態などを確認し、変状が疑われ

る場合には、必要に応じて試掘や非破壊

検査を行わなければならない。 

 また、近接目視が物理的に困難な場合

は、技術者が近接目視によって行う評価

と同等の評価が行える方法によらなけれ

ばならない。 

 

１．～３．（略） 

４．状態の把握 

健全性の診断の根拠となる状態の把握

は、近接目視により行うことを基本とす

る。 

 

 

【法令運用上の留意事項】 

 定期点検を行う者は、健全性の診断の根

拠となる道路橋の現在の状態を、近接目視

により把握するか、または、自らの近接目

視によるときと同等の健全性の診断を行う

ことができる情報が得られると判断した方

法により把握しなければならない。 

 道路橋の健全性の診断を適切に行うため

には、法令では、定期点検を行う者が、道

路橋の外観性状を十分に把握できる距離ま

で近接し、目視することが基本とされてい

る。これに限らず、道路橋の健全性の診断

を適切に行うために、または、定期点検の

目的に照らして必要があれば、打音や触診

等の手段を併用することが求められる。 

 一方で、健全性の診断のために必要とさ

れる近接の程度や打音や触診などのその他

の方法を併用する必要性については、構造

物の特性、周辺部材の状態、想定される変

状の要因や現象、環境条件、周辺条件など

によっても異なる。したがって、一概にこ

れを定めることはできず、定期点検を行う

者が橋毎に判断することとなる。 
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＜農地の作付確認への衛星データの活用（福島県南相馬市）＞ 

福島県南相馬市では、農地の作付状況の確認の際、調査員が現地へ赴き、農作物が計画書どお

り生育されていることを目視で確認していました。令和６年４月の「経営所得安定対策等推進事

業実施要綱」（農林水産省事務次官依命通知）の一部改正により、衛星画像やドローン等が活用

可能であることが明確化されたことを受け、衛星データを活用した作付確認へと運用を変更しま

した。これにより、調査員は現地に赴かず職場で衛星画像を用いて作付状況を確認することが可

能となり、現地確認の回数・対象面積が減少し、調査員の負担軽減や業務効率化につながりまし

た。また、衛星データの活用により、農作物の生育状況に応じた適切な時期における確認が可能

となり、確認精度が向上するなどの効果がありました。 

※市の条例等やマニュアル等の改正は行わず、運用を変更した事例です。 

 

 

 

  

名称 改正前 改正後（令和６年４月改正） 

経営所得安

定対策等推

進事業実施

要綱（農林

水産省事務

次官依命通

知） 

第１～２ （略） 

第３ 事業の内容 

経営所得安定対策等推進事業（以下

「推進事業」といいます。）の対象とな

る取組は、次に掲げる取組です。 

１ （略） 

２ 地域段階における推進活動（コメ新

市場開拓等促進事業及び畑作物産地形

成促進事業に係るものを除く。） 

（１）経営所得安定対策等の普及推進活

動（説明会の開催、普及広報資料の

作成・配布等） 

（２）需要に応じた作物の生産方針等の

策定 

（３）申請書類等の印刷、配布、回収、

整理取りまとめ、受付 

（４）対象作物（産地交付金の助成作物

を含みます。）の作付面積・生産数

量等の確認事務 

 

 

（５）～（10） （略） 

第１～２ （略） 

第３ 事業の内容 

経営所得安定対策等推進事業（以下

「推進事業」といいます。）の対象とな

る取組は、次に掲げる取組です。 

１ （略） 

２ 地域段階における推進活動（コメ新

市場開拓等促進事業及び畑作物産地形

成促進事業に係るものを除く。） 

（１）経営所得安定対策等の普及推進活

動（説明会の開催、普及広報資料の

作成・配布等） 

（２）需要に応じた作物の生産方針等の

策定 

（３）申請書類等の印刷、配布、回収、

整理取りまとめ、受付 

（４）対象作物（産地交付金の助成作物

を含みます。）の作付面積・生産数

量等の確認事務(衛星画像、ドローン

等を利用した確認を含む現地確認

等） 

（５）～（10） （略） 
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Ⅱ 地方公共団体において条例等の規定を見直して技術を実装した事例 

＜産後ケア利用申請のオンライン化（福岡県古賀市）＞ 

古賀市では、書面かつ対面に限定されていた「産後ケア」の利用申請・受付の手続きについて、

市の要綱（告示）の改正を行うことによりオンラインによる申請も可能とした見直し事例です。

これにより、産後で身体が回復していない状態で窓口へ行く必要がなくなり、利用者側で大きく

利便性が向上、また、市役所としても窓口申請が減少することで職員の負担軽減、事務の効率化

等の効果がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 改正前 改正後 

古賀市産後

ケア事業実

施要綱 

（利用申請） 

第８条 利用者は、古賀市産後ケア事業

利用申請書（様式第１号）に母子保健

法（昭和４０年法律第１４１号）第１

６条の規定による母子手帳を添えて、

市長に申請するものとする。 

 

（利用申請） 

第８条 利用者は、古賀市産後ケア事業

利用申請書（様式第１号。以下「申請

書」という。）に母子保健法（昭和４

０年法律第１４１号）第１６条の規定

による母子健康手帳（以下「母子手

帳」という。）を添えて、市長に提出

するものとする。 

２ 利用者は、前項の規定による申請書

の提出に代えて、申請書に記載すべき

事項をオンライン電子申請システム

（オンラインにより申請手続を行うた

めに用いるシステムとして市長が認め

るものをいう。）に入力し、母子手帳

の写しを添えて送信することができ

る。 
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＜介護認定審査会のオンライン開催（沖縄県糸満市）＞ 

糸満市では、介護認定審査会について、従来は、審査会委員に市役所への来庁を求め、対面で

開催する運用としていましたが、国においてオンライン開催も可能とする旨の事務連絡が発出さ

れたことを受け、市の要綱を改正することでオンラインによる開催も可能であることを明確化し、

すべての介護認定審査会をオンラインにより開催するよう運用を変更しました。これにより、委

員の移動にかかる時間や交通費を削減できるほか、天候不良時においても日程変更を避けられ、

安定的な審査会の実施が可能となる効果がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 改正前 改正後 

糸満市介護

認定審査会

の組織及び

運営に関す

る要綱 

（認定審査会の議事録) 

第４条 認定審査会の議事については、

次の事項を記載した議事録を作成しな

ければならない。 

(1)認定審査会の日時及び場所 

(2)委員の現在数 

(3)出席した委員の氏名 

(4)議決事項 

(5)議事の経過及び発言者の発言要旨 

(6)議事録署名人の選出に関する事項 

２ 議事録には会長のほか出席した委員

のうちから選出された議事録署名人2人

以上が署名しなければならない。 

 

（認定審査会の議事録) 

第４条 認定審査会の議事については、

次の事項を記載した議事録を作成しな

ければならない。 

(1)認定審査会の日時及び場所 

(2)委員の現在数 

(3)出席した委員の氏名 

(4)議決事項 

(5)議事の経過及び発言者の発言要旨 

(6)議事録署名人の選出に関する事項 

２ 議事録には会長のほか出席した委員

のうちから選出された議事録署名人2人

以上が署名しなければならない。ただ

し、映像と音声の送受信により相手の

状態を相互に確認しながら通話をする

ことができる方法(以下「オンライン」

という。)を活用した認定審査会を開催

した場合には、署名を省略することが

できる。 
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終章 

様々なテクノロジーが目覚ましいスピードで進展する現代において、「アナログ規制」はそれらの

価値を最大限発揮することを阻害する要因の一つとなっています。 

本マニュアルにも記載のある「立ち入って目視」「現場責任者を常駐」等のやり方は、デジタル技

術を活用することで、その業務全体の効率化や、働き方の変革といった新たな価値の創出に繋げるこ

とができるかもしれません。 

「今は、こうだから。」「前任からこう引き継いだから、こうすべき。」 

このような、伝統や文化の「継承」とは異なる「前例踏襲」的な考え方が、変化の激しい時代に対

応し、将来を切り拓くに当たっての阻害要因になっていないでしょうか。今ある一つひとつの制度や

ルールに対して、常にフラットで、かつ、デジタル原則に照らして適切な手法になっているか、厳し

い目を向ける必要があります。 

令和４年11月に第1.0版、令和５年12月に第2.0版として公表した本マニュアルですが、今回、全

国の地方公共団体における取組状況調査や条例等改正に関する分析調査の結果も踏まえ、第「第3.0

版」として策定・公表いたしました。 

デジタル庁では、引き続き、全国の地方公共団体における取組を支援していくため、本マニュアル

を踏まえたアナログ規制の見直しや手続の見直しに関する御相談や御要望、御質問等を受け付けると

ともに、各種支援の提供を通じて、全国の地方公共団体におけるアナログ規制見直しの取組をより一

層促進してまいります。各団体におかれては、本マニュアルをはじめとしたデジタル庁の取組支援を

最大限ご活用いただきながら、積極的に取組を推進されるようお願いいたします。 

また、積極的に取組を推進されている団体の事例につきましては、マニュアルのアップデートを始

め、今後の施策の参考とさせていただきますので、是非、情報をお寄せください。 

御質問や情報につきましては、デジタル庁の下記担当の連絡先やデジタル改革共創プラットフォー

ム（※）のチャンネルを通じて、お気軽にお寄せください。 

 

デジタル庁地方アナログ規制見直し促進班  rincho-local@digital.go.jp 

デジタル改革共創プラットフォーム ♯共創pf_デジ_pj_アナログ規制の見直し 

 

最後となりましたが、本マニュアルを作成・改訂するに当たり、数多くの地方公共団体に情報提供

や実務的な観点等から大変貴重なご意見を頂戴しました。また、本分野における有識者である若生幸

也様、西ヶ谷尚人弁護士、我有隆司弁護士、亀山大樹弁護士には、様々な観点から多くのご知見やご

助言を頂きました。ご協力いただいた皆様に、この場を借りて心より御礼申し上げます。 

本マニュアルが、積極的な取組を行う地方公共団体職員の皆様のお力になれば幸いです。 

mailto:rincho-local@digital.go.jp
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重要な参考資料 

資料番号 資料名称 

参考資料１ アナログ規制見直し用例集（PDF版、Excel版） 

参考資料２ 先行団体の洗い出し結果に基づくアナログ規制の分布例（マッピング） 

参考資料３ アナログ規制点検・見直し対象リスト様式例 

参考資料４ デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表及び同フォローアップ結果  

参考資料５ デジタル原則を踏まえたアナログ規制（通知・通達等）の見直し方針及び同フォローアップ結果  

参考資料６ 

地方公共団体におけるアナログ規制の見直しに係る課題調査（モデル調査） 

・地方公共団体におけるアナログ規制の見直しに係る課題調査報告書 

・モデル自治体におけるアナログ規制該当条項リスト一覧 

 

参照することが推奨される参考資料 

資料番号 資料名称 

参考資料７ 国におけるアナログ規制見直しの取組の経緯等（マニュアル【第2.0版】P.５～23） 

参考資料８ 国における各規制の類型化・フェーズの確認作業について 

参考資料９ 国会提出予定法案に係るデジタル原則適合性確認等のための指針（令和５年12月） 

参考資料10 規制の見直しの基本的な考え方 

参考資料11 アナログ規制点検ツールα版（α版マニュアル） 

参考資料12 アナログ規制点検ツールβ版（β版使い方動画） 

 

※デジタル改革共創プラットフォーム 

政府と自治体職員のコミュニケーションの場であり、自治体職員であれば、どなたでも参加が可能です。既存コ

ミュニティプラットフォームである「Slack」を活用し、自由な情報共有と意見交換が可能です。詳細は以下のペー

ジをご参照ください。 

【デジタル庁ウェブサイト・デジタル改革共創プラットフォーム】 

https://www.digital.go.jp/get-involved/co-creation-platform 

 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/1e7bc70b/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/e356c0da/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_02.xlsx
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/2d729cb2/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_03.xlsx
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/8bd74607/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_04.xlsx
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule-work-process
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee#schedule
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/5a2ebd07/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_05.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/ace5abcb/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_06.xlsx
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/2531b22b/20231226_policies_manual-analog-regulation-review_summary_02.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/7713dc77/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_07.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/58d47fa5/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_08.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8993b6ae-e3d2-4d34-afe1-5c722d8e516f/fa3df411/20250325_policies_manual-analog-regulation-review_outline_09.pdf
https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee/local-government#tool
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/488ec589-9c7c-4c19-99b4-9ade193c7f3c/676691d5/20250926_policies_digital-extraordinary-administrative-research-committee-local-government_analog-inspection-tool-alpha-manual_00.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/tools/analog-inspection-tool/
https://www.youtube.com/watch?v=vzCrmXNT5uk
https://www.digital.go.jp/get-involved/co-creation-platform

